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2019年 5月 28－31日 

オーストラリア、キャンベラ 

 

議題項目 1. 開会 

1. 生態学的関連種作業部会（ERSWG）の独立議長であるアレキサンダー・

モリソン氏は、会合参加者を歓迎し、会合を開会した。 

2. 各代表団はそれぞれの参加者を紹介した。参加者リストは別紙 1のとお

りである。 

3. 議長は、2017年の会合以降における ERSWG関連の作業の進捗状況につ

いて、以下のとおり総括した。 

• 生態学的関連種（ERS）に関する CCSBTのビジョンの要素（ERSを委

員会年次会合の常設議題とすること、及び事務局はメンバーに対して

ERSに関するメンバーのパフォーマンスにかかる年次報告を行うこ

と、ERSWGは拡大委員会（EC）によって特定された具体的な課題に

対応するために臨時的に招集されること、事務局は拡大科学委員会

（ESC）及び遵守委員会（CC）に対する情報提供のために ERSWG報

告書を転達すること）にかかる合意。 

• CCSBTは、CCSBTメンバーが ICCAT1、IOTC2 及びWCPFC3 のメンバ

ーであるかどうかに関わらず、これら RFMOの関連する ERS措置を遵

守することを義務付けた新たな法的拘束力のある ERS措置（CCSBT

の生態学的関連種に関する措置を他の RFMOの措置と調和させるため

の決議）を採択したこと。 

• ERSWG付託事項に対する管理上の微修正。 

 

1.1.   議題の採択 

4. 修正を加えた議題が採択された。合意された議題は別紙 2のとおりであ

る。 

5. 以下 2つの課題については議題「その他の事項」において検討すること

が合意された。 

• 2019年 12月 16－18日に開催することが提案されている、まぐろ類

RFMO合同混獲技術作業部会 

• 公海 ABNJまぐろプロジェクトにおける CCSBTの関与 

 

                                                           
1 大西洋まぐろ類保存国際委員会 
2 インド洋まぐろ類委員会 
3 中西部太平洋まぐろ類委員会 



 

1.2.   文書リストの採択 

6. 会合に提出された文書のリストは別紙 3のとおりである。議長は、一部

の文書は提出期限を過ぎて会合に提出されたことを述べた。会合は、こ

れらの提出が遅れた文書を受理することに合意した。 

7. 議長は、会合文書の作成及び提出について、会合参加者に感謝した。特

に議長は、事務局からの要請を受けて文書を提供した ACAP4、バードラ

イフ・インターナショナル（バードライフ）及び FAO5 への感謝を表明

した。 

8. 議長は、オーストラリア、ニュージーランド、台湾及び事務局が混獲緩

和情報システム（BMIS）に掲載する会合文書をノミネートしたことを述

べるとともに、他の会合参加者に対し、BMISへの掲載を希望する文書の

詳細を必要な文書のメタデータと合わせて事務局に提供するよう要請し

た。 

 

1.3.   ラポルツアーの任命 

9. オーストラリア及びニュージーランドは、議題項目 5及び 6のラポルツ

アーとなることを申し出た。事務局は、会合における他の議題のラポル

ツアーを務めることに合意した。  

 

議題項目 2. 年次報告書 

2.1.   メンバー 

10. 全メンバーから年次報告書が提出され、メンバーは、他のメンバー及び

オブザーバーから提起された明確化のための質問に回答した。欧州連合

は、近年は SBT漁業活動が何ら記録されていないため、ERSWGに対す

る年次報告書を提出しなかったとした。 

11. 議論の際に提起された一般的な事項は以下のとおりである。 

• バードライフは、台湾漁船による CCSBTの夜間投縄要件の遵守状況は

（日の出・日の入の前後 2時間をバッファとして見たとしても）15 % 

未満である可能性を示唆した、AISデータ（Global Fishing Watchから

提供されたデータ）を利用したバードライフの直近の研究結果と、夜

間投縄の実施率は 95－99 % とした台湾の国別報告書との間には大きな

乖離があると述べた。さらに、台湾の海鳥混獲率は他のメンバーに比

べて低いことを述べた。 

• 台湾は、一部の台湾漁船について、漁業者に夜間投縄の要件を遵守す

る意思があってもその長い操業時間故に夜間投縄が一部しか実施され

ない場合があることに同意した。しかしながら、台湾は現時点で「夜

間投縄の一部実施」の割合を提供することはできず、よってバードラ

                                                           
4 アホウドリ類及びミズナギドリ類の保全に関する協定 
5 国連食糧農業機関 



 

イフの研究結果との不調和について説明することはできなかった。台

湾は、さらに何かしらの情報が利用可能となった場合には、アップデ

ートを提供するべく取り組む考えであるとした。 

• 会合は、2012年から 2017年までの韓国まぐろまえ縄漁業による海鳥

混獲の分布及び BPUEについて説明した韓国の文書（CCSBT-

ERS/1905/Info 10。2013年から 2016年にかけてバードライフ・南アフ

リカと共同で実施された韓国まぐろはえ縄漁船における海鳥混獲緩和

措置に関する荷重枝縄の有効性試験にかかる予備的結果を含む）に留

意した。 

• ハイガシラアホウドリの混獲が 2016年は多かったが 2017年には急減

した理由に関する質問に対し、韓国はメンバーに対して文書 CCSBT-

ERS/1905/Info10を参照し、本文書には 2016年及び 2017年における洋

上試験の情報及び漁場の変化が示されていることを述べた。 

• 2016年と 2017年の間にサメ類の生存放流が増加した理由に関する質

問に対し、韓国は、近年、韓国政府は漁業者に対してサメ類を船上保

持しないよう奨励していることを述べた。 

• オーストラリアは、1,000鈎針当たり海鳥 0.05羽という上限を超過し

た場合、違反の潜在的原因に関するフォローアップ調査が行われると

述べた。また、混獲緩和手法の非遵守が確認された船舶に対しては、

罰金や繋留といったその他の措置を含む遵守上の処分が行われる場合

があるとした。 

12. 日本は、同国による初動調査の結果、日本の大型 SBTはえ縄漁船に関す

る過去のオブザーバー報告書において一部データが改ざんされていたこ

とを確認したと説明した。日本は、ERSWGデータ交換（EDE）向けに再

提出したデータからは改ざんが確認された 2016年、2017年及び 2018年

における 18航海のデータが削除されており、日本の科学オブザーバー活

動に関する報告書もこれに合わせて修正したことを報告した。この問題

は、南半球リスク評価で使用されたデータには影響しない。 

13. 日本は、CCSBT及び他のまぐろ類 RFMOにも本件を報告したことを述べ

た。さらに日本は、データのクロスチェックの強化及びオブザーバーか

らのデブリーフィングを通じて、オブザーバーデータにかかる問題の再

発防止に努力することとしている。 

14. 日本は文書 CCSBT-ERS/1905/19及び CCSBT-ERS/1905/20を発表した。こ

れらの文書では、オブザーバーカバー率、SBTの体長組成、種別に収集

したデータ及びサンプルに関して、2016年及び 2017年のそれぞれの日本

科学オブザーバー計画活動の結果を総括している。これらの文書では、

上記パラグラフ 12で言及した信頼性の低いデータが含まれていると考え

られる一部のオブザーバー航海を除外した日本の修正オブザーバーデー

タセットを用いた。 

15. 日本は、2015年以降、夜間投縄及び荷重枝縄の実施がより正確に観察さ

れるようになったと述べた。 

16. 議長及びメンバーは、本件にかかる日本の透明性について認識した。 



 

17. バードライフは、一部の漁船では混獲緩和措置が使用されておらず、ま

た一部では緩和措置がただ一つのみ使用されたことを含むより詳細な情

報を提供したことについて日本に感謝するとともに、日本に対し、将来

の遵守改善に向けて何に取り組んでいるのかについて質問した。日本は

多くの取組み（従来は荷重枝縄を使用していなかった一部船舶に対する

荷重枝縄の配布を含む）について詳細に説明し、現在はオブザーバーに

対する追加的なトレーニング（正確なデータ入力及びデブリーフィング

の実施の確保を含む）を導入したことを述べた。日本は、特に船団のご

く一部しか観察されていない場合及びパフォーマンスが低い少数の漁船

が問題の主な原因になっている可能性がある場合の混獲緩和措置の遵守

情報のモニタリングの困難性を指摘した。 

18. ニュージーランドは、現在、混獲緩和措置の遵守状況をモニタリングす

るための手段として電子モニタリング（EM）の使用を検討しているこ

と、及び 2018年におけるニュージーランド漁船による非遵守の疑いに関

する遵守上の措置についてはまだ係争中であることを報告した。またニ

ュージーランドは、一部メンバーが報告書テンプレートに定められたと

おりに ERSの総推定死亡数を提供しなかったことを指摘した。このこと

は、議題項目 2.2の下にさらに議論された。 

19. インドネシア及び南アフリカの 2メンバーは、年次報告書を提出したが

会合には出席しなかった。これらのメンバーに対するフォローアップの

質問はなかったが、会合は両国による国別報告書の提出について感謝を

表明するとともに、両国のオブザーバーカバー率及びオブザーバー計画

を引き続き改善していくよう奨励した。 

 

2.2.   ERSWGデータ交換に関する事務局からの報告 

20. 事務局は、2018年の ERSWGデータ交換（EDE）から得られたデータの

概要に関する文書 CCSBT-ERS/1905/04を発表した。本文書は、前回会合

に提出した CCSBT-ERS/1703/05にいくつかの表及び新たな別紙を追加

し、数字をアップデートしたものである。データはオーストラリア、イ

ンドネシア、日本、韓国、ニュージーランド、南アフリカ及び台湾から

提供された。ほとんどのメンバーはデータを種レベルで提供したが、1つ

のメンバーは EDEテンプレートが許容する最も高いレベルである分類群

でデータを提供したので、この概要では「分類群」を最小公約数として

採用した。主要な所見は以下のとおりである。 

• 2017年における全海区横断的なはえ縄オブザーバーカバー率は 9.4 % 

となり、2016年のカバー率のほぼ半分以下となった。 

• 海鳥全体の捕獲率は、2012年から 2016年にかけてほぼ直線的に増加

したが、2017年には急減した。 

• 全観察海鳥死亡数のうち 83 % は海区 7、8及び 9で発生した。  



 

• 2016年及び 2017年における「未同定の海鳥種」の報告数はほぼゼロ

まで著しく減少したが、「未同定のアホウドリ類」の報告数は 2011年

から増加している。 

21. ACAPは、ACAP種同定ガイドが改定され、間もなく多数の言語で利用可

能となる予定であり、「未同定のアホウドリ類」としての報告数の減少

に資するものと考えられると述べた。 

22. CCSBTにおいては EMに関する何らの基準及びガイドラインもまだ採択

されておらず、また EMと乗船オブザーバーの間にはそのデータ収集能

力に違いがあることが留意された。 

23. 将来の EDEから得られたデータの概要では、EMによるオブザーバーカ

バー率は乗船オブザーバーによるカバー率とは区別されるべきことが合

意された。 

24. 文書 CCSBT-ERS/1905/04で示された総海鳥混獲数の推定値は 11,300羽と

なっており、ニュージーランドによるリスク評価及び公海 ABNJまぐろ

プロジェクトによる全世界海鳥混獲評価ワークショップにおいて報告さ

れた 36,000羽から 41,000羽よりも低いことが留意された。全世界評価に

は南米諸国から得られた情報、SBTを漁獲対象としていないその他まぐ

ろ漁業の漁獲努力量、及びその他未報告のコンポーネントや不確実性が

取り込まれており、文書 CCSBT-ERS/1905/04で示したような報告 BPUE

を単純に引き伸ばした数値と比較されるべきものではないことが指摘さ

れた。文書 04における引き伸ばし推定総死亡数は、専ら EDEデータの

精査を目的とするものであり、その他の推定値と同等の精度を持つもの

ではないことが留意された。 

25. ERSWGに対して提出された 2017年のデータでは報告された総海鳥死亡

数が低くなっているが、ERSWGは、これは不適切かつ代表性のないサン

プリングの結果によるものである可能性が非常に高く、改善された緩和

措置に由来するものとは考えにくいことに留意した。このため、2017年

のデータについては慎重に取り扱う必要がある。2018年データについて

も同様の注意が必要となる可能性がある。 

26. 会合は、以下の含む EDEテンプレートの改正案について検討した。 

• データの空間的及び時間的解像度について、CCSBT統計海区・年から

5度区画・四半期に解像度を上げること 

• 捕獲率、死亡率及び推定総死亡数は事務局が算出できるため、これら

の計算欄を削除すること 

• 「捕獲数（個体数）」は「捕獲の結果（個体数）」欄から計算できる

ため、これを削除すること 

27. 使用された混獲緩和措置を各階層に含めることの可能性が検討された

が、一部のメンバーは、使用された緩和措置別に分解して漁獲データを

収集することは困難であるため、プロセスが複雑化し混乱を招く可能性

があるとした。 



 

28. 事務局は、旧 EDEテンプレートによる死亡数の報告についてメンバー間

で違いがあり、一部メンバーの以前のデータでは保持漁獲量が死亡数に

含まれておらず、死亡率の計算にもこれが含められていなかったと述べ

た。会合は、報告死亡数及び死亡率には保持漁獲量（商業漁獲を含む）

を含めるべきこと、及び死亡数のダブルカウントの可能性を回避できる

ようこの点が明確化されるべきことに合意した。さらに、過去の報告に

おいて保持漁獲量を除外していたメンバーは、事務局に対して修正した

過去のデータを提出すべきことが合意された。 

29. 会合からの勧告として合意された修正 EDEテンプレートは別紙 4のとお

りである。会合は、2019年以降のデータは修正テンプレートに従って提

出されることに合意し、メンバーはこのテンプレートに従って修正した

過去のデータを提供することが奨励された。 

30. 会合は、観察死亡数から引き伸ばし推定死亡数を得る際に用いるべき計

算方法について検討した。引き伸ばし総死亡数は、各統計海区における

船団別・年別の観察死亡数と観察漁獲努力量のシンプルな引き伸ばし比

率を総漁獲努力量に乗じることで推定することが合意された。より解像

度を高めた引き伸ばし推定値（例えば 5度区画・四半期）に関しては、

各統計海区における船団別・年別で計算した比率を、より高い解像度の

区画に乗じることとなる。 

31. また会合は、EDEテンプレートの修正を反映する形で、ERSWGに対す

る報告書テンプレートの表 1についても修正することに合意した6。修正

された表 1は別紙 5のとおりである。さらに、ERSWG 14に向けて、試

行的に事務局が EDEデータを用いて各メンバーの表 1を作成することが

合意された。このことにより、ERSWG 14以降の会合においてメンバー

がこの表を作成する必要性は低くなる可能性がある。 

 

議題項目 3. ERS 作業部会に関連する他の機関の会合報告及び／又は結

果 

32. ACAPの事務局長は、間もなく報告書が利用可能となる予定である直近

の ACAP諮問委員会会合及び同作業部会会合（2019年 5月の初 2週にブ

ラジル・フロリアノポリスで開催）について報告した。会合は、アホウ

ドリ類及びミズナギドリ類に対する緊急的かつ継続的な保存上の危機を

確認した。漁業操業の結果、毎年、何千というアホウドリ類及びミズナ

ギドリ類が死亡している。ACAPは、この危機に対抗するための継続的

かつ強化された努力の必要性を認識した。漁業における海鳥混獲に対処

するための効果的な緩和措置に関する研究及び勧告に努力が払われてき

たにもかかわらず、多くの事例においてこれらの措置は全く実施されて

いないか、又は一部しか実施されていない。このことには、RFMOによ

                                                           
6 しかしながら、年次報告書テンプレートには EDEテンプレートにおける時間的・空間的解像度の増加

は反映されていない。 



 

って採択された措置にかかる遵守の欠如も含まれる。ACAP会合は、こ

の危機に対する対処法について検討し、CCSBT及びその他の機関に対

し、これらの問題に対処するために建設的に共同して作業を行うための

関与をどのように強化にしていくかにかかる見解を求めることに合意し

た。さらに ACAPは、改正されたコミュニケーション戦略、証明制度と

の連携、及び ACAPベスト・プラクティスガイドライン及び助言の継続

的な改善及び周知を通じて、ACAPのメッセージをより広く普入してい

くためのいくつかの強化戦略を決定した。 

33. トラフィックは、CCSBT-ERS/1905/Info11（サメ類及びエイ類に関する迅

速評価ツールキット）及び CCSBT-ERS/1905/Info15（CITES7 CoP818に対

する提案にかかる IUCN9/TRAFFICの解析）を提出した。トラフィック

は、CITES附属書に掲載されたサメ種及びエイ種をめぐる措置の実施上

の問題、無害証明に関する取組み、及び CCSBTメンバーにも関係するト

レーサビリティの定義及び指針の原則にかかる CITESでの議論など、

CITESにおけるトラフィックの優先事項について述べた。またトラフィ

ックは、CITESにおいて「海からの持込み」と呼ばれる、公海での漁獲

物に関する許可にかかる問題についても述べた。これらの問題に関する

文書は、次回の CITES締約国会議の議題項目 42、52及び 68のための議

題文書として https://cites.org/eng/cop/18/doc/index.phpから確認可能であ

る。またトラフィックは、台北での 2回のワークショップ開催を例に、

CITES措置の実施に関して国を支援することに対するトラフィックのコ

ミットメントを述べた。またトラフィックは、ERSWGに対し、トラフィ

ックが現在取り組んでいる以下 2つのプロジェクトについて最新情報を

提供した。 

• SharkTrack－サメ製品のトレーサビリティシステムの開発 

https://www.sharkconservationfund.org/project/sharktrack-developing-a-

traceability-system-for-shark-and-ray-products/ 

• M-Risk－ほとんどの貿易対象サメ類及びエイ類に関する過剰利用リス

ク評価の実施 

https://www.sharkconservationfund.org/project/assessing-the-risk-of-

overexploitation-of-the-most-traded-species-of-sharks-and-rays/  

34. 質問に答え、トラフィックは、CITES掲載サメ類の非保持に関して、

CITES附属書 II掲載種に由来する製品の貿易は、持続可能で、合法かつ

必要な許可／証明書及び肯定的な無害証明を伴った製品の貿易について

は支持するとの立場を示した。またトラフィックは、科学サンプルの移

送許可に伴う困難及び遅延については CITES内でも議論があり、まだ未

解決であることを述べた。トラフィックは、捕獲後に放流された附属書 I

掲載海亀類から得られた科学サンプルに関する許可の発行につき、

CITES事務局からの回答を確認及び要請した。 
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35. CITES事務局からの回答によれば、SC69に対するサメ類に関する報告書

において、IFSの文脈で科学サンプルの移送に伴う困難性が最初に提起さ

れたとした（https://cites.org/sites/default/files/eng/com/sc/69/E-SC69-50.pdf, 

パラグラフ 20及び 21を参照）。そこでは、影響がない、又は影響が非

常に小さい貿易に対しては決議 Conf. 12.3 (Rev. Cop 17) 

(https://cites.org/sites/default/files/document/E-Res-12-03-R17.pdf) Art. XII パ

ラグラフ a）に定められた簡易手続きが適用できる可能性が述べられてい

る。CITES事務局は、具体例として科学サンプルを挙げている Art XII a) 

i) に示された状況を適用し得ると考えている。 

36. さらに CITES事務局は、CCSBTが簡易手続きを適用することを決定した

場合には、Art XIIサプパラグラフ b) に規定された条件の下に、出港前に

一部を記載した許可証を発行することが可能であると述べた。この許可

証の事前発行は、CITES締約国が IFSを実施するにあたり、科学サンプ

ルを含まない移送である場合であっても比較的一般的な実務となってい

るようであり（SC70 Doc.34パラグラフ 14を参照）、これがうまく実施

されれば、漁船がこうしたサンプルを収集することが事前に期待されて

いる場合には状況への対処は比較的容易であると考えられる。代替策と

しては、IFS実施にかかる締約国からの提出に関する経験から、IFS証明

書の電子的手段による提出をアレンジすること（pdf 28ページのノルウ

ェーの対応を参照）、又は許可証を発行予定としておき後に例えば港湾

検査官により水揚地に物理的に運搬すること（例えばコスタリカが実施

しているように）が考えられる。 

37. バードライフは、ERSWG 12以降のバードライフの作業に関するアップ

デートを示した文書 CCSBT-ERS/1905/Info16を発表した。アホウドリ・

タスクフォースは、現在、ブラジル、アルゼンチン、チリ、南アフリカ

及びナミビアにおいて、EEZ10内における 14の漁業での海鳥混獲を最小

化するための活動を行っている。公海船団との連携の一環として、2016

年及び 2018年にモーリシャスにおいて台湾漁船に対する港湾ベースのア

ウトリーチ活動を実施した。バードライフは現在、台湾漁業署ととも鳥

威しラインの設計に関する作業に取り組んでおり、2019年 4月には、業

界の代表者及び国際的な専門家とともに本件に関するワークショップを

開催した。また英国、日本、台湾及びブラジルでは、ソーシャルメディ

アを通じてアホウドリの保全に関する一般へのアウトリーチ活動に引き

続き取り組んでいるところである。バードライフは、FAO公海 ABNJま

ぐろプロジェクトの下、全世界のまぐろ漁業横断的な全世界アホウドリ

混獲評価に取り組んできた 2年間にわたるプロセスの総決算として、

2019年 2月に南アフリカで開催したワークショップを調整した（CCSBT-

ERS/1905/23）。またバードライフは、この全世界アホウドリ混獲評価

（CCSBT-ERS/1905/23）へのインプットとして、全世界のアホウドリ分

布にかかる推定をアップデートした（CCSBT-ERS/1905/Info07）。また

RSPB11（英国のバードライフパートナー）は、追跡データのギャップを
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解消するため、英国南極調査と連携した。混獲緩和措置の使用状況を独

立的にモニタリングするためのツールを開発することができるよう、バ

ードライフは、AISデータを用いた夜間投縄モニタリングの新手法の開

発において Global Fishing Watchと連携し、その結果を CCSBT遵守委員

会に発表した（CCSBT-CC/1810/03 (Rev.1)）。アホウドリ類の生息地保全

の一貫として、RSPBは、絶滅危惧種であるゴウワタリアホウドリの保全

のために極めて重要となる、ゴフ島からの鼠の根絶に向けた計画立案及

び資金集めを継続している。 

38. 会合は、海鳥の総死亡数を推定するためにはバードライフが処理した海

鳥追跡データから生成された海鳥分布が必要不可欠であることに留意

し、バードライフに対し、これらのデータを定期的にアップデートして

公開することにかかるバードライフの支援を要請した。バードライフ

は、データの所有者全員が同意することを条件に、密度分布レイヤーを

GitHub上で公開する予定であると述べた。この情報は、継続的にアップ

デートすることはできないものの、具体的な混獲解析プロジェクトのた

めに必要があればアップデートされることとなる。 

39. ヒューメイン・ソサエティ・インターナショナル（HSI）は、文書

CCSBT-ERS/1905/Info16を発表し、メンバーに対し、同組織は海鳥の保

全に関して非常に強い関心を有しており、国内及び国際漁業における海

鳥混獲の削減に注目していることをリマインドした。HSIは、CCSBT、

ACAP、及び国家管轄外の水域における生物多様性に関する国連会合とい

った国際会合に参加している。HSIは、国内的にははえ縄及びトロール

漁業の両方における海鳥混獲に関して引き続き作業を行っており、オー

ストラリアのはえ縄漁業に関する Threat Abatement Plan及び海鳥に関する

国内行動計画にも積極的に関与してきた。HSIは、トロール漁業の混獲

に関する直近のデータに懸念を有しており、これの削減を確保するた

め、管理当局とともに作業しているところである。また HSIは、CITES

や CMS12といった国際条約にサメ類を掲載することに対する各国の支持

を得ることに重点を置いてサメの保存に関するオーストラリア国内及び

国際的な大規模キャンペーンを展開しており、CMS-Sharks13 署名国会議

には協力パートナーとして参加している。HSIは、オーストラリア国内

において、絶滅に瀕しているサメ類を連邦及び州の法律の下に指定する

こと、オーストラリア漁業におけるサメの混獲の削減を推奨すること、

並びにクイーンズランド州及びニューサウスウェールズ州における致死

的なサメ管理措置を廃止するためのキャンペーンにより、絶滅に瀕して

いるサメ類の国内における保護の確保を求めているところである。直近

の ACAP会合では保存上の危機が宣言され、また UN IPBES14 報告書はこ

の作業にさらなる重点を置いて抜本的な変化を促さなければ前例のない

絶滅の危機に直面することとなると警告しているところ、HSIは、生態
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学的関連種に対する効果的な措置を確保するため、CCSBTメンバーとと

もに作業することを楽しみにしていると述べた。 

 

議題項目 4. ERSWG 12による作業計画の進捗状況のレビュー 

40. 議長は、ERSWG 12が策定した作業計画については良好な進捗がなされ

ており、作業計画のほとんどの項目に関して本会合に文書が提出されて

いることを述べた。文書が提出されておらず、または具体的な進捗がな

されなかった唯一の項目は「SBTの栄養相互作用に関する作業を継続す

ること」であるが、本件は具体的な行動が実施されるものというよりは

一般的な事項であった。 

41. 議長は、作業計画の進捗に関して、メンバー及び参加者に感謝した。 

 

議題項目 5. ERSに関する情報及び助言 

5.1   海鳥類 

42. 事務局は、修正 SMMTG15 勧告に対する進捗状況を示した文書 CCSBT-

ERS/1905/05を説明するとともに、進捗状況の概要作成の際にインプット

を提供したメンバー及びバードライフに感謝した。事務局は、SMMTG

勧告のほとんどの側面に関して相当の進捗がなされたものの、以下の 4

つの分野についてはほとんど進捗がなかったことを述べた。 

• 混獲された鳥からの DNAの収集及び解析を促進するためのメカニズム

（リファレンスデータベースを含む）の開発 

• BMISを通じたオブザーバーデータ収集手続きに関する情報共有 

• 他のまぐろ類 RFMO事務局に対して漁獲努力量データの入手可能性及

び解像度に関する簡潔な説明を提供するよう要請すること 

• 現在の海鳥混獲率との比較及びまぐろ類 RFMOの海鳥 CMMの有効性

の評価を行うことができるようにするための、遡及解析によるバック

グラウンド混獲率（混獲緩和措置の導入前の混獲率）の推定値の開発 

43. CCSBTが BMISに貢献することができるよう BMISチームとの間で進捗

がなされ、現在、関連文書が CCSBT事務局に提供された場合には BMIS

に掲載することができるようになっている。また、ERSWG 11ではデー

タの利用可能性及び船団間での大きなばらつきに伴う問題が指摘され、

メンバーが示した楽観的な見方の程度は様々で、また遡及解析に対する

優先度の度合いも様々であったことも留意された。 

44. 日本は、バックグラウンド混獲率の推定にかかる実現性について、強い

懸念を表明した。 
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45. 議長は、ERSWGによる修正 SMMTG勧告は海鳥に関する複数年戦略に

反映されていること、及び同戦略は将来的にはこれらの勧告に置き替わ

るものとなることを述べた。 

 

5.1.1 資源状態に関する情報 

46. ACAP及びバードライフは、CCSBT水域における ACAP掲載アホウドリ

類及びミズナギドリ類の個体群状態及びトレンドの最新のアップデート

に関する文書 CCSBT-ERS/1905/22を発表した。この情報は、ACAPの直

近の諮問委員会及び作業部会会合において強調された保存上の危機を確

認した。本文書では、IUCNレッドリストにおいて、SBT漁業水域と分布

が重複するアホウドリ 18種のうち 1種が近絶滅種（CR）、7種が絶滅危

惧種（EN）、5種が危急種（VU）、4種が近危急種（NT）、1種が低危

険種（LC）として分類されていることを指摘した。また、IUCNレッド

リストにおいて、SBT漁業水域と分布が重複する ACAP掲載ミズナギド

リ 7種のうち 1種が近絶滅種（EN）、3種が危急種（VU）、1種が近危

急種（NT）及び 2種が低危険種（LC）として分類されている。全体とし

て、SBT漁業と分布が重複するアホウドリ種及びミズナギドリ種の 44 % 

が減少しており、24 % は安定、20 % は増加、12 % はトレンド不明とな

っている。 

47. 特に、ACAP掲載種のうち 2種は脅威のステータスが引き上げられ、2種

は引き下げ、他の種については変化がなかった。 

48. 漁業主体台湾は、2010－2018年の南大洋における台湾はえ縄船団による

海鳥の偶発的捕獲に関する文書 CCSBT-ERS/1905/Info04 (Rev.1) を発表し

た。台湾まぐろはえ縄漁船の 2010－2017年における各年の平均海鳥混獲

率は、0.003 – 0.037 と幅があった。本文書では、年及び操業位置を考慮

した場合、海鳥混獲率はサイズ及び漁獲対象が異なる漁船間でも大きな

差異はなかったことを報告した。さらに、同じ漁場で操業している場

合、海鳥の平均混獲率は台湾まぐろはえ縄漁船と日本はえ縄漁船との間

で類似していた。 

49. CCSBT漁業における海鳥混獲をより良く理解する観点から、本作業の重

要性が留意された。さらに、南アフリカの南方沖における日本の混獲率

も類似していた。漁業主体台湾が CCSBTに報告した全体の総推定混獲数

は、日本の総推定混獲数よりも一桁少なかった。この違いは、漁業主体

台湾の漁獲努力は、日本の漁獲努力とは空間的及び時間的に異なってい

るためであると思料された。さらに、漁業主体台湾がビンナガ（ALB）

を漁獲対象としている海域で混獲があること、ALB対象漁業における混

獲は SBTが漁獲されない限り CCSBTには報告されないことが留意され

た。漁業主体台湾は、船団間での BPUEの違いを確認するために継続的

に調査していくことを支持し、メンバーに対しては、これらの結果は未

だ予備的なものであること、また漁業主体台湾はさらなる調査の機会に

対してオープンであることを認識するよう要請された。 



 

50. CCSBT漁業における漁獲努力量は SBTを漁獲対象とするか、又は漁獲し

た場合のいずれかとして定義されていることに留意しつつ、海鳥類に対

する表層はえ縄漁業の全体的な影響を評価するためには、漁獲対象種で

あるかどうかを問わず全漁獲努力量をカバーする必要があることが留意

された。 

51. 漁業主体台湾は、図 3には全ての大規模まぐろはえ縄漁船、すなわち

SBTを漁獲対象とする漁船、又は漁獲対象とはしていない漁船のいずれ

の漁獲努力量も含まれていることを説明した。このことが、これらのデ

ータと CCSBTに対して報告されたデータの間の違いの理由であると考え

られる。 

52. 漁業主体台湾は、これらの数字は総推定混獲数ではなく、オブザーバー

カバー率によって引き伸ばした数字ではないことを説明し、この解析で

は混獲緩和措置の概要は示しておらず、又はこれらの検討もしていない

ことを明確化した。 

 

5.1.2 ERSの死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

53. オーストラリアは、商業漁業における漁船レベルでの混獲率にかかる経

験的階層ベイズ法によるモデリングアプローチを提示した文書 CCSBT-

ERS/1905/11を発表した。 

54. 本文書では、(i) 漁船間での漁獲努力の不均一性を考慮し、また (ii) 正確

な相互作用率の推定のために類似船舶から得たデータを合わせた、漁船

別混獲率の推定のための経験ベイズ法によるアプローチを示した。した

がって、ここで提案した船舶の平均相互作用率とは、荷重平均船団

（pool）相互作用率と、船舶別の標準的な相互作用率である。ここで

は、漁業行政官に対して船団横断的な混獲緩和のパフォーマンスに関す

る洞察及び対象を絞った遵守上の介入のための特異船舶の特定を提供す

ることができる本手法の性能を説明するため、ミナミマグロを漁獲対象

とするオーストラリア東部まぐろ・かじき漁業漁船における海鳥混獲率

の推定に本推定手法を適用した。また本手法は、漁業行政官が、オース

トラリアで Threat Abatement Plan の下に海鳥類に対して実施されている

ものと同様の混獲種に関する船団横断的なパフォーマンスのクライテリ

ア又は定量的評価基準を策定する際にも活用することができる。 

55. このベイズ法によるアプローチは、オーストラリアにおける管理対象の

絞り込みを補完するものであることが留意された。オーストラリアは、

同国漁業では漁船がオーナーの指示で操業する場合が多く、漁労長の交

代は少ないことを明確化した。 

56. 質問に対し、前年の事後分布は次年の事前分布として使用し得ることが

確認された。 

57. 日本は、類似したパターン、すなわち同国船団においても少数の船舶が

同国の海鳥混獲の大部分を負っていることを観察したと述べた。海亀や

サメ類といったその他の混獲種についても同様の相関関係が見られるの



 

かどうかとの質問に対し、オーストラリアは、その点はまだ調査してい

ないと回答し、作業部会に対し、このアプローチは戦術的なリスク評価

のためのものであって混獲評価のためのアプローチではないことをリマ

インドした。 

58. 本報告において解析されたオーストラリア漁業よりも広い空間的変動を

示す漁業にも同じアプローチを使用できるのかどうかについての質問が

提起された。オーストラリアは、船舶間の行動が均質である限りは本手

法が適用可能であることを明確化した。 

59. 本解析の時間的枠組みについて、オーストラリアは、EM導入後に得たデ

ータによるものであることを明確化した。 

60. FAOは、以前の解析によれば船舶周辺の海鳥の数から混獲率を判断でき

ることが示唆されたと述べ、その上で、モデルに時間的及び空間的要素

を追加することができるかどうかを質問した。本解析は船舶のリスクを

示すためのものであり、リスクに影響を及ぼす要素に関する解析ではな

いことが明確化された。 

61. 日本は、空間的、時間的及び操業上の変動が非常に大きいため、日本船

団にこうした解析を適用するのは困難である可能性があることを示唆し

た。比較的短期間の沿岸操業であることと EMへのアクセスが、オース

トラリア漁業に対してこのアプローチを適用することを可能としている

と述べた。 

62. この技術は、追加的な管理対応が必要とされる懸案船舶の特定を可能と

するものと考えられることが留意された。 

63. バードライフは、2019年 2月に開始された FAO ABNJ全世界海鳥評価に

かかる最終ワークショップから得られた結果（CCSBT-ERS/1905/23）に

ついて発表した。 

• ワークショップには、南半球で操業している漁業国の専門家 27名、及

びWCPFC、ICCAT及び IOTC事務局からの代表者が参加した。ワーク

ショップの目的は、南半球の浮はえ縄漁業における全世界の海鳥混獲

及びこれに伴う不確実性を推定すること、主要な海鳥種の個体群レベ

ルでの混獲の影響を評価すること、及び混獲数を推定するための手法

のツールボックスを開発することであった。 

• ワークショップに先立ち、会合参加者は、自国のオブザーバーデータ

及びそれらのデータの一部組み合わせを用いて海鳥混獲数を推定する

ための手法を精査した。使用するアプローチとして、2つの BPUE標

準化アプローチ（GAM及び ILNA）及び 1つのリスク評価プローチ

（SEFRA）の合計 3つのアプローチが特定された。ワークショップで

は、合同解析のために 9つのソースから得られた 5度区画・四半期別

のオブザーバーデータを統合したが、これは今日までに取りまとめら

れた中では最大かつ最も包括的な海鳥データセットである。ワークシ

ョップ向けに、追跡データに基づく海鳥の推定密度分布も利用可能と

された（CCSBT-ERS/1905/Info07）。総海鳥混獲数の推定値を得るた



 

め、まぐろ類 RFMOから入手可能であった総はえ縄漁獲努力量を用い

た。 

• 統合データセットは 2012－2016年をカバーしたものの、オブザーバー

データが低水準であったために混獲のトレンドにかかる解析を行うこ

とは困難であった。その代わりに、利用可能な直近のデータであっ

て、かつデータが最も包括的であった 2016年の推定値を得るために当

該データが使用された。各アプローチ（GAM、INLA、SEFRA）ごと

に 2つの最適モデルが選択され、さらに層別比率に基づく推定値を得

た。7つの解析の結果、概して類似した総海鳥死亡数の推定値が得ら

れ、2016年の南緯 20度以南で死亡した海鳥数は平均で 36,000羽であ

った。この推定値は、潜在的な死亡は考慮していない。予測された混

獲の空間分布についても多くのモデル間で概ね類似した結果が示さ

れ、BPUEが高いこと及び／又は漁獲努力量が高いことの結果として

海鳥混獲数が多いいくつかの海域が特定された。全てのモデルにおい

て、海鳥密度分布データを取り入れたモデルを選択した。またワーク

ショップは、個体群存続可能性分析（PVA）、個体群動態データに基

づく将来予測を用いて、及び SEFRAの文脈において、選択された海鳥

個体群に対する混獲の影響についても精査した。 

• ワークショップの参加者は、大洋別の解析結果を示す可能性について

も検討したが、海鳥分布データにおけるギャップ関数としての差異を

提起するので誤解を招く可能性があるとの結論に至った。より広範に

言えば、ワークショップは混獲数の推定に大きな影響を及ぼす複数の

バイアス及び不確実性要因を特定した。推定にあたっては入手可能な

最良の情報が用いられたものの、不確実性要因を削減するために改善

可能な分野が残されている。 

64. 海鳥分布データは総混獲死亡数の推定の正確性に重大な影響があったこ

とが強調された。海鳥分布データを使用する場合、推定された数値は別

の推定手法で得られた数値よりも頑健で、信頼区間がはるかに狭かっ

た。さらに、今回は 5度区画・四半期で集計したデータを用いた計算に

基づいて比較を行ったが、より解像度の高いデータで作業を行っている

専門家は、海鳥の密度と標準化 BPUEの間の相関関係は高いことを確認

した。 

65. バードライフは、数年後に全世界アホウドリ混獲推定を再度実施するこ

との必要性、及びまぐろ類 RFMO横断的に漁獲努力量をとりまとめるこ

との重要性を協調した。 

66. 数年後に本解析を再検討するとの勧告に関し、FAOは、入力データがア

ップデートされることで推定結果が変化する可能性があるとの懸念を示

した。FAOは、さらなる作業を待たずに、現時点において現状での意思

決定に資する情報を提供するような、又はデータを改善するための何ら

かの勧告を行えるような結論を導くことができるのかどうかを質問し

た。総推定漁獲努力量及び海鳥分布は未確定なものであり、故にこれら

の推定値は暫定的なものであると考えるべきことが明確化された。これ



 

らの解析を 3－5年ごとに再度実施し、推定手続きの信頼性を評価するた

めに以前の推定値と新しい推定値とを比較することが提案された。 

67. 本報告では、異なるまぐろ類 RFMO間で漁獲努力量を統合する際の課題

（特にオブザーバーデータの使用に伴う課題）を特定したことが留意さ

れた。CCSBTが海鳥戦略及び対応する作業計画を策定する際、CCSBTの

文脈において、本報告が概説した 9つの課題のうちの関連事項を検討す

ることが合意された。 

68. 議長は、ERSWGとして、オブザーバーデータの活用にかかる課題にどの

ようにして対応できるかについて検討することができると述べた。オブ

ザーバー計画規範、オブザーバーのトレーニング、又はさらなる解析に

関する勧告について修正を施すことができる。 

69. ABNJ会合への参加者の一部は、特に不確実性のソースを定量化すること

ができる SEFRAアプローチに言及しつつ、海鳥情報の統合を伴うモデリ

ングの進捗状況及び頑健性にかかる自信を述べた。 

 

5.1.3 生態学的リスク評価 

70. ニュージーランドは、2016年におけるアホウドリ類及びミズナギドリ類

に対する南半球表層はえ縄漁業のリスク評価を示した文書 CCSBT-

ERS/1905/17を発表した。日本、ニュージーランド、南アフリカ及びオー

ストラリアは、アホウドリ種及びミズナギドリ種に対する表層はえ縄漁

業の影響にかかる共同リスク評価を実施した。リスク評価では、観察捕

獲数をモデル化するため、観察された表層はえ縄漁業と海鳥分布の重複

部分を利用した。2016年の南半球表層はえ縄漁業における種別の海鳥混

獲数を推定するため、観察されなかった漁業にはモデルを当てはめた。

持続可能でない混獲リスクを推定するため、混獲数を種ごとの再生産力

と関連付けた。評価の結果、25種のアホウドリ種及びミズナギドリ種の

うち 9種において平均リスク率が 1を上回っていることが確認され、こ

れらの種に対する表層はえ縄漁業の混獲は持続可能な水準でない可能性

が示唆された。この結果は暫定的なものである。しかしながら、解析の

結果、海鳥個体群に対する漁業の混獲の影響を推定するために海鳥混獲

に関するオブザーバーデータと海鳥分布情報をどのように使用できるの

かが立証された。本解析の次のステップには、特に追跡データが限定的

な個体群及び生活史ステージにおける海鳥分布情報の改善、未確認の捕

獲及び海鳥分布に対する当該評価結果の感度の確認、及び個体群動態ト

レンドと比較できるようにするための個体群レベルでのリスク推定が含

まれる。 

71. 本解析の協力メンバーである日本は、評価結果とその他の観察結果との

間に見られた矛盾を含む追加情報を提示した。例えば、アムステルダム

アホウドリはリスク水準は高いが個体群は増加しているのに対し、アン

ティポデスアホウドリ個体群は減少傾向にありリスクが抑制的に評価さ

れている可能性がある。さらに、WCPFCに対して発表された以前のリス

ク評価では適切な情報がある一部の種に限定して調査が実施されたのに



 

対し、CCSBT-ERS/1905/17並びに公海 ABNJまぐろプロジェクト会合に

提出された文書では、リスク評価を利用可能な追跡情報が比較的乏しい

種を含む ACAP掲載種全体に対象を拡大することを試みたことが指摘さ

れた。 

72. 漁獲努力量及び海鳥分布の解析は最終化される必要があること、及び本

解析は海鳥と漁獲努力の分布の重複に比例して捕獲が発生するとの仮定

に強く依存していることが留意された。したがって、この共同解析で用

いた方法論及びデータは現時点で入手可能な最良のものであるものの、

現状の結果は示唆的なものと考えるべきである。 

73. ERSWGは、SBTはえ縄漁業による海鳥に対するリスクを評価するための

手法に合意している（CCSBT-ERS.1905/17）。このリスク評価を 2016年

に得られたデータに適用した結果、25種のアホウドリ種及びミズナギド

リ種のうち 9種について、表層はえ縄漁業による年間の推定偶発的捕獲

数が個体群の再生産力を超過していることが示された。 

74. ニュージーランドは、以前に合意したオプション 3A を用いて潜在的高リ

スク海域を説明するための解析を提示した文書 CCSBT-ERS/1905/15を発

表した。本文書では、直近の ERSWG会合（ERSWG 12）による勧告に基

づき、海鳥類に関する高リスク海域の定義付けに対応した。会合は、高

リスク海域の定義の基礎として、評価された種横断的な合計平均リスク

を用いるよう勧告した。この定義を最新のリスク評価の結果に適用し

た。平均集計リスクが 0.96 より高い全ての 5 度区画を高リスク海域とし

て見なすようにリスクのしきい値を選択した場合、4 ヶ所の 5 度区画（2 

つは南アフリカに近い南インド洋の区画、2 つはタスマン海の区画）が

高リスクに該当した。平均集計リスクが 0.32 より高い全ての 5 度区画を

高リスク海域として見なすよ うにリスクのしきい値を選択した場合、17 

ヶ所の 5 度区画が高リスクに該当した。いずれのオプションでも、高リ

スク海域内での混獲を 50% 削減するとワタリアホウドリの平均リスクは

1より低くなる。解析の結果、表層はえ縄漁獲努力の大部分を含めること

なしに、リスクの大部分を包括できる海域を定義する方法はないことが

示唆された。 

75. 日本は、種ごとに異なるリスクを高リスク海域の定義に統合するための

ニュージーランドの試みを称えた。 

76. 質問に対し、定義されたこれらの海域は漁獲努力のパターンに完全に依

存するものではないが、新たな漁獲努力量分布データ次第で変化する可

能性があることが明確化された。 

77. 本文書では、CCSBTコア海域におけるリスクの 86.5 %、及び CCSBTコ

ア海域における漁業の 87.6 % は CCSBTメンバーに由来するものである

ことから、CCSBTメンバーの漁獲努力量の重要性が強調されていること

を指摘した。また、高リスク海域を特定するための本解析では非メンバ

ーの漁獲努力量も用いたことを述べた。 

78. 特定されたリスクは漁獲努力量と比例しているのかどうか、またこの漁

獲努力の場所を移した場合、それに伴って高リスク海域もシフトするの



 

かどうかにかかる質問がなされた。ニュージーランドは、本評価結果は

ある時点におけるリスクのスナップ写真であることに合意した。しかし

ながら、本評価は定期的にアップデートすることができる。 

79. ニュージーランドは、高リスク海域の定義について提案した文書

CCSBT-ERS/1905/16を発表した。文書では、「高リスク海域」と考える

海域を特定するために用い得るリスクのしきい値として 2つのオプショ

ンを提示した。オプション 1は、高い水準のリスクしきい値を用いる。

このリスクしきい値は、総集計平均リスクの約 4分の 1、及び「高リスク

海域」に関するリスク評価結果においてはえ縄漁業による個体群減少リ

スクに曝されているとされた 9種のうち 2種を捕捉する。オプション 1

で捕捉される CCSBTの漁獲努力量は、全 CCSBT漁獲努力量の 13 % を

占める。オプション 2は、中程度のリスクしきい値を用いる。このリス

クしきい値は、総集計平均リスクの約半分、及び「高リスク海域」に関

するリスク評価結果においてはえ縄漁業による個体群減少リスクに曝さ

れているとされた 9種のうち 4種を捕捉する。ニュージーランドは、議

論の開始点としてオプション 2を望ましいオプションとすることを提案

した。これは、オプション 2はリスクに曝されている種に対するリスク

の削減という観点からより大きなメリットがあると考えられること、及

びオプション 1よりも広い海域をカバーするので漁獲努力量分布の変化

に対してより頑健と考えられることから、オプション 2の方がより予防

的なオプションであるためである。 

80. 特定された高リスク海域は、解析がアップデートされた際に変化する可

能性があることが留意された。さらなる解析を行うことにより、異なる

海域が特定される可能性がある。しかしながら、リスクに曝されている

種の混獲は、定義された海域において発生する。したがって、特定され

たこれらの海域を高リスク海域として管理することは、これらの種に対

してポジティブな影響をもたらす可能性がある。 

81. 日本は、全体的なコンセプトは支持するものの、本解析は現状の漁業パ

ターンの下で混獲の影響が高い海域を反映している可能性があり、また

船団の操業の動的性質、並びに管理行動について合意に達するには一般

的に時間がかかることを踏まえれば、これを管理勧告の基礎とするのは

不適切である可能性があることを指摘した。 

82. また日本は、高リスク海域を判断する際、海鳥の分布と漁獲努力量分布

の重複、及び船団特有の捕獲能力の 2つが主要な決定要因であると述べ

た。日本は、該当海域における漁獲努力量の変更、又は混獲緩和措置の

より良い使用を通じて船団特有の捕獲能力を低減することにより、リス

クを低減することができると述べた。例えば、南アフリカ又はニュージ

ーランドにおける日本用船団は、同国の公海船団と同様の操業方式をと

っているにもかかわらず、SBT漁業の中で最も捕獲能力が低くなってい

る。 

83. ニュージーランドは、日本のコメントに同意し、こうした高リスク海域

の定義付けはリスクに対処するためのプロセスの第一歩であると述べ



 

た。さらにニュージーランドは、仮にこの第一歩を踏み出すことができ

ない場合、高リスク海域における管理措置の決定にさらなる遅れが生じ

ることとなると述べた。高リスク海域の代わりに CCSBTの漁獲努力があ

る全海域に管理措置を適用することも考えられるが、その場合はリスク

が低い海域の操業者に対して不必要な負担を強いることとなる。 

84. ニュージーランドは、ERSWG 12において「同分析は高リスク海域の定

義又は是正措置適用の可能性をめぐるさらなる議論を害するものであっ

てはならない」とされたので、高リスク海域の定義に伴う潜在的な影響

とは切り離して議論を行うべきであると述べた。さらに、是正措置には

報告要件の改正やオブザーバーカバー率の増加も含まれ得るので、是正

措置とは緩和措置に限定されるものではないと述べた。 

85. 議長は、これらの高リスク海域は、漁獲努力に合わせて動的に変化する

か、又は生態学的な要因によるので安定するか、いずれの可能性もある

と述べた。 

86. 日本は、現行の漁業操業の下で影響が大きい可能性がある海域を特定す

るための一つの方法として本手法を支持し、リスク評価報告書の一部と

してこれを含めることを提案した。 

87. HSIは、高リスク海域に対する望ましい手法は、例えば南緯 30度など、

特定の緯度より以南の全海域を高リスク海域とすることであると述べ

た。 

88. 議長は、 作業部会から拡大委員会に対し、SBT漁業における高リスク海

域の異なるオプションにかかるトレードオフ関係についての助言を行う

ことができると述べた。 

89. バードライフは、サウスジョージアの海鳥のうち絶滅危惧種である 4種

と浮はえ縄漁獲努力との空間的重複を評価するために 790個体の追跡デ

ータを活用した文書 CCSBT-ERS/1905/Info06を発表した。5月から 9月ま

での南東大西洋及び南西大西洋及び南西インド洋におけるホットスポッ

トが特定された。日本及び台湾船団は、これらの種と最も重複が高いた

め、これら個体群に対して最も大きな潜在的リスクとなっているものと

認識された。 

90. バードライフは、個体群構造（成鳥、若齢鳥、未成鳥）を推定するため

の追加的な個体群動態データ並びに追加的な追跡データを取り入れてア

ップデートした方法論を用いて、追跡データに基づくアホウドリ及びミ

ズナギドリの分布を解析した結果を示した文書 CCSBT-ERS/1905/Info07

を説明した。これらの海鳥密度分布は、公海 ABNJまぐろプロジェクト

の下に実施された全世界海鳥混獲評価（CCSBT-ERS/1905/23）のために

利用可能とされ、そのレイヤーは本文書が査読文献により発表された後

に公開されることとなっていた。若齢鳥及び未成鳥の追跡データのギャ

ップは、これらの鳥が個体群の相当部分を占めることを踏まえれば、引

き続き、アホウドリ及びミズナギドリの分布を推定する上での限定要因

となっている。また本文書では、2019年 5月に開催された ACAP作業部

会でも発表され、またデータの保有者は、ACAP掲載種と漁業との間の



 

分布の重複及び相互作用を解析することができるよう、バードライフ・

インターナショナル海鳥追跡データベースに対してさらに利用可能な追

跡データを提出することとされた。 

91. 若齢鳥の除外又は繁殖成鳥の除外により個体群に対する影響に違いが出

るのかどうかについての質問が提起された。 

92. バードライフは、海鳥類及びその他の ETP16種にかかる混獲モニタリング

のためのオブザーバーカバー率についてレビューした文書 CCSBT-

ERS/1905/Info08を発表した。本文書では、総漁獲努力量の 5－10 % とい

うオブザーバーカバー率が、ETP混獲の性質及び程度を理解するための

障壁になっていると長きにわたって認識されてきたとの観察を述べた。

オブザーバーカバー率を高めることのメリットは広く認知されているに

も関わらず、近年、まぐろ類 RFMOにおいて必要とされる水準は引き上

げられていない。オブザーバーカバー率は大幅に引き上げられなければ

ならず、20 % のカバー率が現実的な第一歩と考えられており、期限を切

って 100 % という高いカバー率に到達しなければならない。ETPに対す

る浮はえ縄漁業の影響を管理するためのこうした高い目標への到達にお

ける EMの重要な役割が強調された。 

93. バードライフは、サウスジョージア島のハイガシラアホウドリ幼鳥の洋

上分布に関する新情報を詳述した文書 CCSBT-ERS/1905/Info09を発表し

た。幼鳥は、非繁殖成鳥とは異なる海域を利用しており、中部大西洋で

は日本船団と、太平洋では台湾船団と分布の重複度合いが高かった。太

平洋での高い重複度は日本のオブザーバー機関から報告された混獲ホッ

トスポットとも合致しており、当該海域での高い混獲はサウスジョージ

ア島に由来する海鳥に関するものである可能性が高い。これらの 2船団

による混獲を削減することが絶滅危惧種に対する脅威の削減に重要な役

割を果たすと考えられることが指摘された。 

94. 個体群全体のうち 7 % がサウスジョージア島に生息しており、ニュージ

ーランドとの協力により同種に関するデータセットがより完全なものと

なることが留意された。 

95. 議長は、高リスク海域に関する文書 CCSBT-ERS/1905/16に関する議論を

再開した。メンバーに対して、高リスク海域を定義するための代替的な

方法、及びこれらの海域をどのように特定するのかについて検討するよ

う求めた。 

96. 日本は、ニュージーランドの手法により、現行の漁業操業の下での混獲

の影響が高い海域を特定することができるという同国の立場を繰り返し

た。日本は、海鳥に対して SBT漁業が及ぼす影響が高い海域を強調する

ため、リスク評価の中に本解析を含めるとの提案を改めて述べた。 

97. 拡大委員会に対する勧告としては、高リスクと定義された海域における

漁獲努力量を削減するか、又は海鳥捕獲能力を削減することのいずれか

が考えられることが留意された。 

                                                           
16 絶滅危惧種、絶滅のおそれのある種、保護種 



 

98. 議長は、データの質に限界がある場合、将来のリスク解析では海鳥種を

限定して重点化すべきかどうかについての質問を提起した。日本は、分

布及び個体群に関して比較的良い情報が利用可能である種に解析を限定

するのが望ましいとの立場を示した。さらに議長は、将来的により質の

高い分布データがある種にリスク解析を限定した場合、感度分析につい

ても提示し得ると述べた。 

99. ニュージーランドは、作業部会に対し、海鳥に対して高いリスクを及ぼ

す海域を特定しているオプション 2に合意するよう求めた。高リスク海

域の定義としてオプション 2を選択することへの支持はなかったことが

留意された。 

100. ニュージーランドは、リスク解析においてはオプション 3A が使用された

ことを明確化した。さらにニュージーランドは、リスクのステータスに

よって重み付けした種リスクにより高リスク海域を定義するため、累積

リスクを用いたことを明確化した。 

101. ニュージーランドは、高リスク海域の定義の各オプションごとのトレー

ドオフを示した表を提示した。これに関するフォローアップの議論に基

づいて微修正が施した上で、ニュージーランドは、考え得る高リスク海

域として示す 3つのオプションによる結果を示した改定版の表を別紙 6

として提示した。表の 4行目については、これらのオプションを考え得

る管理行動とは峻別するため、定義された海域の外側よりも内側の方が

リスクが高くなっている「脅威に曝されている海鳥種」の種数を示す形

で以前のバージョンから変更が施された。文言の明確化のためにいくつ

かの微修正がなされたが、大きな修正は提案されなかった。 

102. 作業部会は、高リスク海域の定義のための方法論に関する勧告に合意

し、提示された 3つのオプションは作業報告における助言の重要な要素

を構成するものとなることに合意した。ERSWGは、高リスク海域に関す

る解析は南半球リスク評価解析に取り入れられるべきことに合意した。

ERSWGは、考え得る高リスク海域のオプション及びそれぞれのトレード

オフ関係について、別紙 6の表にとりまとめた。 

 

5.1.4 混獲緩和措置の評価及び助言 

103. ニュージーランドは、船団間での混獲率の違いに関する解析を行った文

書 CCSBT-ERS/1905/18を発表した。ERSWG 12において、ニュージーラ

ンドは、全メンバーからの協力を得て、船団間の海鳥混獲率の違いに関

する共同解析を行うとの作業項目を主導することに合意した。メンバー

に対し、海域別、各年の四半期別、及び混獲緩和措置別の捕獲数といっ

た海鳥捕獲に関する情報を要請した。オーストラリア、漁業主体台湾、

インドネシア及びニュージーランドから情報を受領した。海域、各年の

時期及び混獲緩和措置が海鳥捕獲に対して影響を及ぼすことが示唆され

たが、他メンバーからの情報の欠落のために解析は非常に限定的なもの

となり、確固たる仮説又は結論を導くことはできなかった。ニュージー

ランドは、ERSWG 12が達した「本解析は将来の議論に向けて有益であ



 

る」との結論を引き続き支持しており、それ故に、情報提供に協力する

という他のメンバーからの強いコミットメントを得たいとした。 

104. 本解析の実施に努力したニュージーランドへの謝意が表された。本解析

ではオブザーバーデータから生成したデータを用いて混獲率を比較した

こと、及び混獲率の包括的評価のためにはオブザーバーデータとは別の

データソースを利用する必要があることが留意された。ニュージーラン

ドは、将来の解析ではオブザーバー以外のデータソースから得たデータ

を使用できると述べた。 

105. 議長は、本解析を実施するにあたって必要となるデータへのアクセス権

の問題を指摘した。さらに議長は、本解析を再度実施すべきか、又は別

の手法を探求すべきかについて質問した。また議長は、ニュージーラン

ドに対し、データに関して直面した課題について明確にするよう要請し

た。ニュージーランドは、半数のメンバーからは要請したデータの提供

を受けることができたものの、他のメンバーからは何らデータが提供さ

れなかったことを明確化した。さらにニュージーランドは、全メンバー

が協力してデータを提供するならば本解析を継続するメリットがあると

考えると述べた。 

106. 半数のメンバーのみが要請したデータを提供したとのニュージーランド

の回答を受け、日本は、同国のオブザーバー計画により収集されている

データでは、混獲緩和措置の使用状況については鈎針ごとにモニタリン

グされているものの、混獲データは個別の鈎針ごとには収集されていな

いので、要請されたような形に混獲情報を分解することができなかった

ことを説明した。日本は、混獲緩和措置の使用状況は、船舶への緩和装

置の配布により計算されていること、及び本解析向けに緩和措置の使用

状況を判断するのは不可能であることを明確化した。 

107. 日本は、オーストラリア漁業では緩和措置の使用状況の報告を適用する

と異なる行動パターンが見られたことを指摘した。さらに日本は、日本

船団が示した空間的な漁獲努力量パターンは、海鳥混獲を判断する上で

の制御因子であったと述べた。 

108. 5度区画の空間的スケールでのデータ報告は海鳥混獲率の空間的変動を評

価するための解析を可能とするものと考えられることが留意された。 

109. 日本は、会合に対し、本解析は日本船団と漁業主体台湾の船団の間の海

鳥混獲率の違いを調査するために提案されたものであったことをリマイ

ンドした。日本は、CCSBT-ERS/1905/Info04として提出されたとおり、

漁業主体台湾との協力を通じて本件に対応し、この違いの原因は漁獲努

力量の空間的分布の違い及び報告の実務の違いであると考えられること

を示した。 

110. データの制約により本解析を継続することはできなかったことが留意さ

れた。さらに、将来におけるデータ要件、並びにこれらのデータを収集

するために EMをどのように活用できるかについて検討する機会となっ

たことが留意された。 



 

111. オブザーバーは、これらのデータの解析には課題があることに同意し

た。さらにオブザーバーは、これらのデータ解析におけるメンバー間の

協力の重要性を述べた。 

112. 本解析の目的に関する質問が提起された。SEFRAモデルアプローチの一

部としてこれに関連する結果も得られることが留意され、ニュージーラ

ンドは、SEFRAモデルの出力には脆弱性及び捕獲能力が含まれているこ

とを明確化した。しかしながら、ニュージーランドは、船団の捕獲能力

の違いの背景にあるメカニズムは、モデリングアプローチ向けに提供さ

れるデータからは生成できない可能性があることも指摘した。 

113. FAOは、この解析結果は将来のデータ収集の改善に向けた勧告に対して

有益な情報となる可能性があると述べた。さらに FAOは、WCPFCが海

鳥の死亡及び混獲緩和措置の実施に伴って海鳥死亡数が経時的に変化し

てきたかどうかについて解析するよう要請されていたと述べた。昨年の

WCPFCにおいて海亀類について検討された一つのオプションは、特段の

関心がある種が捕獲された場合にのみ、操業に関するファクターの詳細

なデータを収集することであった。日本は、WCPFCにおいて米国から提

案された海亀のデータ収集要件は合意されておらず、日本は当該提案に

は強く反対したことを指摘した。それを受けて FAOは、現状のデータ収

集要件は本解析の実施を制限しているのかどうかについて質問した。議

長は、これらのデータの概要は報告されていることを明確化した。さら

に議長は、データは本解析を実施できるような空間的スケールでは報告

されていないことも明確化した。 

114. 日本は、まぐろ類 RFMOにおいて定義されている最低基準に照らして、

自国のオブザーバー計画で収集されているデータの質には自信を有して

いることを強調した。日本は、同国船団は一回の投縄中に複数のタイプ

の荷重枝縄を使用することも多いため、個別の鈎針ごとに使用された混

獲緩和措置を区別して鈎針ベースでの混獲データを収集することは不可

能であると改めて説明した。ニュージーランドは、使用された混獲緩和

措置について文書化している ERSWG報告書テンプレートの表 1を日本

はどのようにして作成したのかについて質問した。日本は、緩和措置の

使用状況について、オブザーバー報告書を通じ、荷重枝縄のタイプごと

に使用された鈎針数をベースとしてモニタリングしていると回答した。 

115. 本解析を継続することは有益と考えられるとの結論に至ったが、本解析

の有益性についてはメンバー間でも留保があることも留意された。 

116. ニュージーランドは、浮はえ縄漁業における海鳥混獲を緩和するための

簡易な解決策について概説した文書 CCSBT-ERS/1905/Info01を提出し

た。 

117. ACAPは、引き続き全世界における深刻な懸念－実際には危機－となっ

ており、ACAP設立の主な理由であったはえ縄漁業におけるアホウドリ

類及びミズナギドリ類の偶発的死亡の防止に関する ACAPの混獲緩和ベ

スト・プラクティス助言にかかる文書 CCSBT-ERS/1905/Info05を発表し

た。海鳥類は、はえ縄漁具の投縄の際に鈎針につけられた餌に誘引され



 

た結果、殺されている。また、はえ縄の揚縄の際にも針がかり又はライ

ンに絡まることがあり、その場合は注意深くハンドリングすることで多

くは生きたままリリースされる。ガイドラインの主な要素は、2017年に

ACAPが行った直近のアップデートから変更はない。特に ACAPは、引

き続き、3つの混獲緩和措置を組み合わせて同時に使用することをベス

ト・プラクティスとして勧告する。本勧告は、科学文献の継続的なレビ

ューに基づくものである。3つの措置とは、荷重枝縄、鳥威しライン（小

型漁船に対する鳥威しラインに関するいくつかの具体的助言を含む）及

び夜間投縄である。これら 3つの措置の組合せに替わる単独措置とし

て、ACAPは鈎針被覆装置、フックポッド（鈎針が予め設定された深度

10 m 又は浸漬時間 10秒まで鈎針を覆う装置）の使用を勧告する。この装

置は、3つの措置の組合せ使用にかかる勧告を単独で置き換える措置とし

て使用することができる。2019年 5月にブラジル・フロリアノポリスで

開催された直近の作業部会及び諮問委員会会合では、ACAPベスト・プ

ラクティス助言に対する大きな変更は採択されなかった。個々の措置を

取り扱う助言セクションには、夜間投縄及び荷重枝縄にかかる有益な遵

守関連の貢献に関していくつか文言を追加する微修正が採択された。さ

らに、荷重枝縄に関する安全なプロセスに関するいくつかのガイドライ

ンが策定され、様々な ACAPファクトシートがアップデートされた。こ

れらは、ACAPウェブサイト上で公開されるまでにいくらかの微修正が

施される。 

118. この発表を受けて、オーストラリアは、はえ縄漁業操業中に荷重枝縄を

巻き揚げる際の安全性の改善に関する上述のガイドラインは間もなく利

用可能となると述べた。さらにオーストラリアは、荷重枝縄の巻き揚げ

時の危険の一つは「フライバック」であり、本文書ではこの作業現場で

の危険に対応するためのプロセスを概説したと述べた。  

119. ERSWGは、海鳥類と SBT漁業との間の相互作用は引き続き非常に懸念

される水準であるとの以前の助言の変更を求めなかった。 

120. ERSWGは、ACAPが浮はえ縄漁業における海鳥混獲を緩和するためのベ

ストプラクティスは引き続き荷重枝縄、鳥威しライン及び夜間投縄を組

合せて使用することであると確認したことに留意した。さらに ACAP

は、2016年以降、3つの措置の組合せ勧告に替わる単独の措置として鈎

針被覆装置（予め定められたパフォーマンス要件を満たすもの）をベス

トプラクティス助言に含めることを承認している。 

 

5.1.5 海鳥の種同定 

121. この議題項目に関する文書は提出又は発表されなかった。 

122. ACAPは、その種同定ガイドを、オブザーバーによる混獲された海鳥の

種同定を支援するのに良く適した写真付きのより包括的な種同定ガイド

にアップデートする予定であることが留意された。さらに、種同定のた

めの写真撮影、DNA解析のための羽のサンプリング並びにプラスチック

汚染に関する明快なガイドラインがある。さらに、羽のサンプリングは



 

種の同定において有効な手法であることが留意された。データベース設

立のための追加的作業についても取り組まれる予定である。 

 

5.1.6 海鳥に関する複数年戦略 

123. オーストラリアは、海鳥混獲緩和戦略の策定に関する文書 CCSBT-

ERS/1905/12を発表した。ERSWGは、ERSWG 12会合において海鳥に関

する複数年戦略にかかる議論を開始した。ERSWG 12は、複数年戦略で

は特に調査、モニタリングの必要性、不確実性及びこれに伴うリスクを

削減するための行動、及び SMMTG報告書による勧告について特定すべ

きであることを決定した。本文書では、複数年戦略に関する追加的作業

について概説し、メンバーによるさらなる検討のため、各目標に対する

行動及びスケジュールを提案した。 

124. 日本は、この戦略は CCSBT独自のものであるのか、又はまぐろ類 RFMO

全体に向けたものであるのかについての明確化を求めた。一部の行動は

他の RFMOにも関連するものの、戦略に含まれる課題は CCSBTにとっ

て特に重要なものであるとの回答があった。 

125. 日本は、海鳥死亡数の削減にかかる具体的目標及びスケジュールを提示

している全体目標は、我々が海鳥混獲数を正確に測定できると暗示する

こととなるが、本会合でも既に留意されたとおり、それは現状では不可

能である。 FAOは、「混獲の減少」が、海鳥個体群の減少によって混獲

が減ったことを示すのではなく、漁業による混獲が実際に減少したこと

を示すことが明確になるよう、全体目標の文言修正を提案した。 

126. バードライフは、本戦略案の作成についてオーストラリアに感謝し、3年

間で 50 %、5年間で 95 % まで海鳥混獲を削減するとの目標は必要不可欠

かつ実施可能であると述べた。バードライフは、漁業者に対するインセ

ンティブと、必要な混獲緩和措置を実施するための遵守措置（効果的な

モニタリング制度の実施を含む）の両方の必要性を繰り返し述べた。バ

ードライフは、人によるオブザーバー及び EMの両方によるモニタリン

グ及び報告に関するカバー率を 100 % とすることが適当であると提案し

た。日本は、2017年のデータは海鳥混獲の削減を測定するためのベース

ラインとして使用するには不適切であると述べた。オーストラリアは、

前年のデータが使用し得ることに同意した。 

127. ニュージーランド及び日本は、複数年戦略がどの程度 ERS作業計画を補

完することを想定しているのかについて質問した。議長は、戦略には長

期的な視点での優先事項を含み、休会期間中の作業計画の事項ではこれ

ら優先事項のサポート及び評価の両方を行うこととなると述べた。事務

局は、これらのいずれの文書も拡大委員会によって承認される必要があ

ると述べた。 

128. 日本は、提案された目標の繰返し及び重複を避け、また最近の評価手法

の開発及び海鳥混獲の性質に関する理解も捕捉することができるよう、

戦略案を書き直す方が有益であると述べた。 



 

129. 小作業グループが戦略をさらに検討し、ERSWGによる検討向けに修正し

た戦略の全体目標及び個別目標を提案した。ERSWGは、修正された目標

について別紙 7のとおり合意した。 

130. HSI、バードライフ及び ACAPは、全体目標の文言、特に「著しい」との

文言を入れることについての懸念を表明した。HSIは、海鳥混獲に関す

る定量的な数字は利用可能となっておらず、故に「著しい」負の影響を

測定することは困難であるという初期の議論に留意した。 

131. またバードライフは、国連公海漁業協定といった国際法は混獲の最小化

及び種への影響の最小化を求めていることを指摘しつつ、具体的な目標

の中で海鳥混獲の最小化が明確に議論されなかったことへの懸念を示し

た。このため、バードライフは、目標の第一に「混獲の最小化」を明記

するか、又はこれを追加目標として追加することのいずれかを提案し

た。 

132. またバードライフ、HSI及び ACAPは、定量的な目標がなく、故に全体

目標に対する進捗状況を測定する方法がないことを指摘し、海鳥の偶発

的捕獲を 3年間で 50 %、5年間で 95 % まで削減するという当初案の目標

を含めるよう要請した。ACAPは、代替的なオプションとして、混獲率

が 1,000鈎針あたり 0.05羽を上回らないという暫定目標を設定している

いくつかの国の海鳥国内行動計画（オーストラリアのはえ縄漁業に関す

る Threat Abatement Planなど）のモデルを用いることを提案し、このこと

が進捗状況の測定及び経時的なレビューの実施の開始点となるものと考

えられるとした。トラフィックは、メンバーに対し、ガルシア氏及びコ

ーラー氏により実施された 2009－2013年の CCSBTのパフォーマンスに

関する独立レビューにおいて、海鳥混獲に関するより良いゴールを達成

し、及び定量的目標を含む戦略に対するパフォーマンスを測定する必要

性が確認されたことをリマインドした。 

133. 日本は、現状の推定海鳥死亡数に伴う不確実性を踏まえれば、現時点で

定量的目標を設定するのは不適切であると述べた。しかしながら、これ

は将来的に目標を設定することを排除するものではない。また、「海鳥

混獲の最小化」は、海鳥混獲の影響の削減を議論している個別目標に含

意されていると述べた。 

134. メンバーは、修正全体目標の検討中、混獲「全体」の最小化は、緊急的

な保全が必要とされる一部海鳥個体群に対する漁業による負の影響を防

止するためには効果的でない可能性があることについて議論し、これに

留意した。換言すれば、新たな全体目標は、先の目標案を強化すること

を意図したものである。しかしながら、極めて個体数の少ない一部個体

群においてはたった 1羽の混獲でも問題である場合があるため、やはり

「著しい」との文言が必要である。 

135. ERSWGは、休会期間中に、海鳥に関する複数年戦略における個別目標ご

とに戦略的行動のリスト案を作成することに合意した。 

 



 

5.2   サメ類 

5.2.1 CCSBTに関連するサメ種 

136. ERSWG 12において、メンバーは、CMS-Sharksが「CCSBT関連」とした

12種のサメ種（文書 CCSBT-ERS/1703/Info15を参照）にかかる漁獲の詳

細を提出することに合意した。事務局は、CCSBTに関連するサメ種につ

いてメンバーから提供された情報及び ERSWGデータ交換の情報を総括

した文書 CCSBT-ERS/1905/06を発表した。 

137. 文書では、CMS-Sharksによって CCSBT関連とされた 12種のうち 2種を

除く全種が SBT漁業に出現し、一部の種は多くのメンバーによって漁獲

され、その他の種は稀であったことを示した。また、EDEデータにおい

て SBT漁業に出現し、CCSBT関連として見なし得る追加的な種も特定さ

れた。 

138. CCSBTメンバーは、いずれの種を CCSBT関連として見なすべきか、必

要とされるモニタリングの程度、及び全ての CCSBT関連種を ERSWGデ

ータ交換において報告するかどうかについて検討した。 

139. トラフィックは、CCSBT操業において漁獲されるサメの種数は、CMS-

Sharksがいう関連種よりも多いことを指摘した。 トラフィックは、多数

の死亡したサメ類が投棄されていることへの懸念を示した。さらに、ミ

ズワニのような一部の種は漁獲された際により死亡しやすいことが指摘

された。 

140. トラフィックは、日本に対し、ヨシキリザメの投棄数について、及びな

ぜこれほどに死亡数が多いのかについて質問した。日本は、海外港では

ヨシキリザメの陸揚げが問題視されてきているため、同国船団はこれを

投棄するようになってきていると述べた。 

141. CCSBT関連種のリストにさらにサメ種を追加した場合のメンバーからの

報告への影響についても質問がなされた。事務局は、本作業では CMS-

Sharksが作成したリストのうちどの種が CCSBTに関連するのかを突合し

たと回答した。事務局は、メンバーが CCSBTに関連するものと見なす種

を提示した上で、メンバーは捕獲数及び投棄数データを種レベルで収集

及び報告すべきであると提案した。現状では、CCSBTが種レベルでの報

告を求めているのは 3種のみである。 

142. 文書 CCSBT-ERS/1905/06の表 4において、相当数のサメ類が未同定とな

っていることが留意された。リストの拡大が求められた場合、メンバー

にとってはより細かくサメ種を同定することが課題となる。報告された

CCSBT関連のサメ種のほとんどは漁獲数が非常に少ないことも留意され

た。 

143. 議長は、本作業は CCSBTにおいて最も一般的に漁獲される種を特定する

ための取組みとして有用であったと述べた。また議長は、CCSBTによる

ニシネズミザメ個体群への影響はごく小さく、情報がないアオザメ及び

ヨシキリザメについては以前の助言が現在も有効であると述べた。 



 

144. FAOは、ホホジロザメ及びウバザメを除き、文書 CCSBT-ERS/1905/06の

表 2に示された種は WCPFC及び IOTCの両方において種レベルでの報告

が求められており、CCSBTでもこの要件を含めることは科学的にも運用

的にも両者と一貫するものと考えると提案した。  

145. メンバーから提供されたデータによれば、CMS-Sharksが CCSBT関連種

とした 12種のサメ類のうち 10種が SBT漁業に出現しており、また追加

的な種も CCSBT関連として見なされ得ることが示唆された。最も一般的

に捕獲される 3種（ヨシキリザメ、ニシネズミザメ及びアオザメ）は、

EDEの一貫として既に報告が義務付けられている。EDE報告書テンプレ

ートにおけるサメ種のリストを拡大することについては合意に至らなか

った。 

 

5.2.2資源状態に関する情報 

146. FAOは、ニシネズミザメに関する文書 CCSBT-ERS/1905/10を発表した。

南半球ニシネズミザメ資源評価は、ニュージーランド、日本、アルゼン

チン、ウルグアイ及びチリという多くの国が参加した共同研究で、各国

からは標準化 CPUE及びその他のタイプの指標が提供された。よく混合

しているとは考えにくかった個体群構造については、5つの小個体群又は

経度による海域に分割した。西部インド洋／東部大西洋、東部インド洋

及び西部太平洋海域は、指標及び空間明示持続性リスク評価を用いて評

価した。東部太平洋及び西部大西洋海域は、指標のみを用いて評価し

た。漁獲率指標は短期的で変化しやすく、また不確実であるが、安定又

は増加を示した。アルゼンチンのサイズ及び性別指標のみがトレンドを

示し、両性ともサイズはわずかな減少傾向を示し、またややメスが少な

くなる傾向があった。定量的リスク評価の結果、西部インド洋／東部大

西洋での漁獲死亡が最も高く、西部太平洋で最も低かった。リスクは、

以下 3つの代替値について、Fの推定値と Maximum Impact Sustainability 

Threshold (MIST) との関係から判断した：Fmsm = r/2、Flim = 0.75r及び

Fcrash = r。Fは Fcrashの 9 % 未満、Flimの 12 % 未満及び Fmsmの 18 % 

未満であり、より直近の年ではこれらの水準の半分まで下がった。全海

域及び全年を合わせて推定した MISTでは、FがMISTを上回る可能性は

最大でも 8 % であった。これらのシナリオは 100 % の捕獲死亡を想定し

ており、一部のニシネズミザメが漁業による捕獲後も生存するとすれ

ば、推定リスクはさらに低くなることとなる。 

147. トラフィックは、日本の過去のデータにおけるニシネズミザメデータの

信頼性について質問し、また漁獲量が報告されているよりもはるかに高

かった場合の影響はどうなのかを質問した。また、ニシネズミザメの分

布及び本文書で言及された成魚の逃避エリアについても質問した。最後

にトラフィックは、本文書で提供され、評価に使用された情報は CITES

の無害証明に影響を与える可能性があることを述べた。 

148. FAOは、知る限りにおいて、日本は利用可能な最良のデータを提供した

と回答した。さらに、ニシネズミザメ成魚の分布は南緯 56度よりさらに



 

南方であること、及び過去の漁業記録は南緯 56度までしか行かなかった

ことを示しているという事実を踏まえれば、成魚の漁業からの逃避エリ

アは過去に渡って存在しており、また現在も存在している可能性が高

い。 

149. 日本は、南半球ニシネズミザメ資源評価のために提供された日本のデー

タは、利用可能な最良の科学的情報であることを追認した。 

150. ERSWGは、文書 CCSBT-ERS/1905/10において提示された南半球ニシネ

ズミザメ資源評価（公海 ABNJまぐろプロジェクトの下に実施されたも

の）の結果を精査した。ERSWGは、この評価結果は本資源の状態に関し

て利用可能な最良の科学を代表するものであるものとした。全評価海域

を組合せた場合、全ての評価年及び評価された Maximum Impact 

Sustainability Thresholds (MIST) について、漁獲死亡が MISTを超過する確

率は最大でも 8 % であった。MISTは、漁獲圧に耐える個体群の能力を表

す一種の限界基準点である。漁獲死亡の最大の要因は浮はえ縄漁業に由

来するものであり、SBTを漁獲対象とする、又は SBTとビンナガを漁獲

する船団による寄与率が最大（70－90 %）となった。 

151. 事務局は、アオザメ及びバケアオザメの CITES附属書 IIへの掲載に関す

る CITES提案 42に関する文書 CCSBT-ERS/1905/Info12、13及び 14を簡

潔に説明した。両種、特にアオザメは CCSBTメンバーも漁獲している。

Info 13及び Info 14では、FAO専門家諮問パネル及び CITES事務局によ

る提案への評価をそれぞれ示した。いずれの評価結果でも、利用可能な

データは、同種が CITES附属書 IIへの掲載基準を満たす証拠はないと結

論付けている。 

152. トラフィックは、CITES提案 42に対する IUCN/トラフィックの分析結果

を示した文書 CCSBT-ERS/1905/Info15を提出した。 

153. FAOは、他の RFMOにおいて以下のとおりアオザメの評価が予定されて

いたことを述べた。 

• ICCATによる改定資源評価：2019年 5月  

• IOTCが予定している指標による評価：2019年 9月 

• IOTCが予定している資源評価：2020年 9月 

• WCPFCが予定している（南太平洋資源の）資源評価：2021年 8月 

154. ERSWGは、SBT漁業で漁獲される全てのサメ種について、現状ではサメ

類に関して追加的な混獲緩和要件が必要となるような特段の懸念はない

として以前に合意した助言を再確認した。 

 

5.2.3 ERS死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

155. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。 

 



 

5.2.4 脅威に関する評価 

156. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。 

 

5.3   その他の ERS 

157. オーストラリアは文書 CCSBT-ERS/1905/13を発表した。EMには、漁業

管理に関する意思決定に資する漁業依存データを収集する能力がある。

EMは、パイロット研究の成功を経て、2015年に複数のオーストラリア

連邦漁業（ETBF、刺網・釣り・罠漁具（GHAT）セクター及び南部及び

東部スケールフィッシュ及びさめ類漁業（SESSF）を含む）に導入され

た。保持漁獲量と投棄漁獲量の両方、及び保護種との相互作用数に関す

る報告の一致の度合いを精査するため、ETBF及び GHATセクターから

得られた 2年間の EMアナリストデータと漁業者から報告されたログブ

ックデータを比較した。全体として、EM アナリストのデータと漁業者

から報告されたログブックデータとの間の一致の度合いは、ETBF と 

GHAT セクターの両方において投棄漁獲量よりも保持漁獲量での一 致度

が高くなっており、また ETBF のデータの一致度は GHAT セクターより

も高か った。しかしながら、漁業種類横断的に一致度を推定すると、種

間及び種群間で大幅なバラつきがあることが見えなくなってしまった。

EM アナリストのデータ及び漁業者が報告したログブックデータは、一

部の種（例えばマグロ類、メカジキ 及びハグキホシザメ）では一致度が

高かったが、他の種では明らかに分類上の問題 （例えばアブラソコムツ

とラダーフィッシュ）、種同定の問題（例えばサメ類、カジキ類）及び

報告上の問題（例えばナヌカザメとギンザメ）があり、全体的な一致度

を低くする結果となった。GHAT セクターでは、特に投棄された混獲種

について、期間全体を通して一致度が高くなったことが確認された。こ

れは、漁業者によ るログブック報告に関して、行政官と漁業者とのフィ

ードバック及び連絡が密になったことによるものと考えられる。GHAT 

セクターでは EM アナリストのデータと漁業者が報告したログブックと

の間で保護種との相互作用数は同等であったのに対し、ETBF における海

鳥類以外の種では異なる結果となった。ETBF では、漁業者から報告され

たログブックの方が相互作用数が多くなっており、このことは、EM ア

ナリスト向けの船上の映像を改善するために既存の EM 技術を改良する

か又は追加的な EM 技術を設置する必要があることを示唆している。EM 

が漁業に関するデータ要件を満たし、及び本計画の全体目標を達成する

よう確保するためには、時々にあらゆる統合 EM システムのパフォーマ

ンスをレビューすることが重要である。 

158. オーストラリアは文書 CCSBT-ERS/1905/14を発表した。技術の革新によ

り、ログブックデータの正確性の改善及び／又は漁業から独立して収集

されるデータ量の増加のためのツールとして電子モニタリング（EM）を

検討することが可能となってきたところである。オーストラリアにおい

ては、2015 年 7 月 1 日より、東部まぐろ・かじき漁業（ETBF）、及び南

部及び東部スケールフィッシ ュ及びさめ類漁業（SESSF）の刺網・釣

り・罠漁具（GHAT）セクターを含む 一部の漁業管理に統合 EM システ



 

ムが導入された。単位漁獲努力量当たりの報告ノミナル漁獲量及び投棄

量（CPUE 及び DPUE）、及び漁獲努力量当たりの保護種との相互作用数

（IPUE）にかかる変化を評価するため、当初 2 年間の EM オペレーショ

ンで得られたログブックデータを、EM 導入前 6 年間のログブックデー

タと比較した。ETBF 及び GHAT の両方について、いずれの種群でも、

無 EM 年（2009－ 2014 年）と有 EM 年（2015 年及び 2016 年）との間で 

CPUE の優位な増加は認めら れなかった。これとは対象的に、ETBF に

おける漁獲対象種、副産物及び混獲種、 及び GHAT セクターにおける漁

獲対象種の DPUE は、有 EM 年において大幅に増加 した。ETBF では海

鳥類、海棲哺乳類及び海亀類の、GHAT セクターではイルカ類及びひれ

足類の IPUE が大幅に増加した。環境条件によって遭遇率や資源量が変化 

した可能性、並びに各船舶による効果を差し引いてはいないものの、統

合 EM システムの使用が、特に ETBF では投棄漁獲量及び保護種との相

互作用にかかるログブック報告の大幅な変化に繋がったという示唆は信

憑性が高い。この仮定が正しいとすれば、報告にかかる姿勢に影響を与

えた可能性がある漁業独特のファクターを特定したと言える。 

159. トラフィックからの質問に対し、オーストラリアは、EM計画は人による

オブザーバーに替わるものであり、漁業にオブザーバーが配置されるこ

とはなかったので、ログブック上で示された漁獲量はオブザーバーによ

って確認されたものではないことを明確化した。またオーストラリア

は、過去にオブザーバーによって得られた混獲交互作用率と EMデータ

との比較は実施していないが、将来的に比較作業を行う可能性はあると

述べた。 

160. ERSWGは、EMは ERS相互作用数の報告を改善する可能性があるもの

の、現時点で EMは SBTを漁獲対象とする全ての漁業に適用可能なもの

ではないと考えられることに留意した。 

161. 日本は、ガストロ Gasterochisma melampsの分布、体サイズ、産卵、回

遊、全世界漁獲量及び CPUEといった生物学的側面に関する一連の研究

結果を示した文書 CCSBT-ERS/1905/21、Info 02及び Info 03を発表した。

著者は、SBT漁業がガストロ資源に影響を及ぼしている可能性は低いこ

と、他の生態学的関連種の生物学的側面を理解することは SBTの生態学

的側面を理解する上でも有益であることを述べた。 

162. 事務局は、IOSEA-Turtles17から ERSWGに対して新たな事項は報告されな

かったことを述べた。 

 

5.4   栄養相互作用 

163. この議題項目に関して提出又は発表された文書はなかった。この議題項

目について会合が留意した事項はなかった。 
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議題項目 6. 普及啓発活動 

164. バードライフは、「事務局が、メンバー及びバードライフとともに、ア

ウトリーチ／教育活動を通じて ERS 措置の実施を強化するとともに措置

の遵守状況を検証するためのプロジェクト提案を策定すること」（CC 13

報告書パラグラフ 115）とした CCSBT遵守委員会からの要請を受けて作

成した文書 CCSBT-ERS/1905/09を発表した。本文書は、ERSWG による

議論に向けて提案の概要の一次案を示したものである。本文書では以下

4点の活動を提案した：(i) 漁業行政官が船舶別の混獲緩和措置の実施状

況を自動的にモニタリングすることができるようにする自動システムに

かかる技術革新（3カ国以上で実施）; (ii) 船上に混獲緩和機器が存在する

ことをモニタリングする能力を向上させるための港内検査官のトレーニ

ングを実施するための CCSBTメンバー及び主要港のグループへの支援; 

(iii) 船団に対する教育及びアウトリーチ（港ベースでのアウトリーチ及

び国レベルでの意識向上ワークショップ）; (iv) 2021年又は 2022年にお

いて、2016年以降の混獲レベルの変化を評価するための全世界海鳥混獲

推定（現在の公海プロジェクトで実施されたもの）を再度実施するこ

と。本提案では、全てのモニタリング活動はメンバー自身によって実施

されること、また本プロジェクトの役割及び想定されるプロジェクトパ

ートナー（バードライフなど）は技術革新及び必要なキャパシティ・ビ

ルディングを全面的に支援するものとすることを想定している。 

165. 考え得る外部資金の一つは、国家管轄外の海域（ABNJ）に関連するプロ

ジェクト向けの、FAO経由による UN地球環境ファシリティ（GEF）か

らの資金である。GEF資金では、プロジェクト活動に対する相当の共同

出資が必要となる。 

166. HSIは、バードライフの提案を支持すると述べた。 

167. 日本及び台湾は、本提案にかかる資金について質問した。いつくかの資

金源が考えられるものの、ABNJ（フェイズ II）が最も可能性が高い資金

源であることが留意された。 

168. 提案のタイミングに関する質問に対し、FAOは、ABNJフェイズ IIは最

短でも 2021年までは運用が開始されない可能性が高いことを指摘しつ

つ、ABNJプロセスの概要を述べた。 

169. 資金問題に関連して、FAOは、BMISに関して他のソースからの資金が

探求される予定ではあるものの、ABNJフェイズ I 終了後も BMISが維持

されるのかどうかは不透明であると述べた。FAOは、BMISウェブサイ

トは存続するものの、メンバーが新文書をウェブサイトにアップロード

できるかどうかについては不明であると述べた。 

170. 日本は、このプロジェクトでは全世界海鳥死亡数の推定値のアップデー

ト提案はどのように位置付けなのかについて質問した。また日本は、長

期に渡って定期的に推定値をアップデートしていくメカニズムを設立す

るのではなく、単にこの推定値をアップデートするためだけの資金とす

ることは、資金の活用方法として最良ではない可能性があると述べた。 



 

171. バードライフは、CCSBT作業計画の一貫として全世界評価のアップデー

トに取り組むことによる透明性が重要であることを述べた。CCSBT内外

との全世界的な協力の強み、及びプロジェクトへの FAO資金の利用可能

性が、提案に評価のアップデートを含めることの主な理由であった。 

172. 日本は、提案においてオブザーバーではなく港内検査及び港内検査官の

トレーニングに重点を置いていることについてさらに質問した。日本

は、混獲緩和措置の実施状況を港内でモニタリングすることはできない

ので、港内で達成できることは限定的であると述べた。 

173. バードライフは、オブザーバートレーニングといったメンバーからの提

案については、本提案の修正作業の中で検討していく考えであると述べ

た。 

174. 事務局は、提案に対して原則的な支持があるものの、本文書は修正され

る必要があることに留意した。 

 

議題項目 7. 将来の作業計画 

175. ERSWGは、以下の作業計画を策定した。継続的な任務又は運用上の事項

については、2020年の新規事項でない限り提示していない。 

活動 時期 リソース 

「アウトリーチ／教育を通じた ERS措置の実施の強化

及び措置の遵守状況の検証」に関する提案を改善する 

CC 14 バードライ

フ、事務局、

メンバー 

ERSWG 13報告書が公開された時点で他のまぐろ類

RFMOにこれを提供する 

2019年 11月 事務局 

一元的なポータル（例えば WCPFCがホストしている

混獲緩和情報システム）を通じて、オブザーバー及び

電子モニタリングに関する文書、フォーマット及び手

続き、及び海鳥混獲データコレクションを共有する 

2020年 7月 メンバー、 

事務局 

全ての死亡を含む（すなわち、投棄死亡と保持された

商業漁獲を含む）形で修正した過去の EDEデータを提

供する 

2020年 7月 オーストラリ

ア、韓国 

新たな EDEテンプレートに従って 2019年の EDEデー

タを提供する。またメンバーは、同様のフォーマット

に従って修正した過去のデータを自主的に提供するこ

とが奨励されている 

2020年 7月 全メンバー 

ACAP海鳥種同定ガイドを主要言語（例えばインドネ

シア語、日本語、韓国語及び台湾語）に翻訳し、オブ

ザーバーが混獲された海鳥類を種レベルまで同定する

ことを支援するための海鳥混獲写真の参照ライブラリ

を設立する 

2020年 7月 CCSBT及び

ACAP事務

局、インドネ

シア、韓国、

日本及び台湾 



 

活動 時期 リソース 

海鳥類を種レベルまで同定するための追加支援とし

て、死亡した混獲海鳥類の写真撮影及び DNAサンプ

リングに関する ACAPガイドラインをカスタマイズす

る。死亡した海鳥類の写真撮影及び DNA解析のため

の羽サンプル収集にかかる ACAPガイドは、改善され

た手続き及び手法に関するテンプレートを提供してい

る 

2020年 12月 CCSBT及び

ACAP事務局 

改正 ERSWG年次報告書テンプレートの表 1につい

て、各メンバーごとの表の作成を試行する 

ERSWG 14 事務局、 

メンバー 

将来的に他のまぐろ類 RFMOに対して提供できるよう

な、ERSWG報告書の主要なポイントを総括するテン

プレートを策定する 

ERSWG 14 議長、事務局 

海鳥混獲に関する課題の解析について、修正された

ERSWGデータ交換で提供されることとなる新たな 5

度区画・四半期別データの活用方法について調査する 

ERSWG 14 ニュージーラ

ンド 

高リスク海域の特定に関するアップデートとともに海

鳥生態学的リスク評価をアップデートする 

ERSWG 14  メンバーから

の協力を得て

ニュージーラ

ンドが主導 

海鳥に関する複数年戦略における個別目標ごとの戦略

的行動リスト案の改訂版を作成する 

ERSWG 14 全メンバーか

らの協力を得

て、オースト

ラリアが担当 

 

議題項目 8. その他の事項  

176. 事務局は、会合に対し、まぐろ類 RFMO合同混獲作業部会会合が 2019年

12月 16－18日に開催予定であることを述べた。会合の主な論点は板鰓類

であるが、その他の課題についても検討される可能性がある。CCSBTか

ら 2名の代表者が会合に出席するための資金が拠出される予定である。

事務局は、会合の運営委員会に対応する 2名のボランティア、及び会合

に参加する 2名の CCSBT代表（科学者 1名、行政官又は事務局 1名）が

必要であるとした。会合ではこれらの者は推薦されなかったので、休会

期間中に決定されることとなる。 

177. また事務局は、FAO本部において 2019年 9月 17－19日に開催予定の

「まぐろ類 RFMOにおける漁業への生態系アプローチの運用のためのオ

プション」に関するワークショップに関して朝に接頭したばかりの連絡

についても述べた。2名の出席が求められており、1名はコミッショナー

レベルの行政官、もう 1名は科学者である。事務局は、回章を通じて

ERSWG会合からの代表者の推薦を求める予定である。 

178. 事務局は、ABNJプログラムへの CCSBTの関与について説明した。

CCSBTは、プログラムのパートナーとなっており、発展途上のメンバー

が少ない周辺的な立場にある。CCSBTは、まぐろ遵守ネットワーク

（TCN）や管理戦略評価といったプログラムと連携した多数のワークシ

ョップに参加してきており、また統合許可船舶リスト（CLAV）にも参加



 

している。本プログラムにおいて CCSBTが主導する最初のプロジェクト

は、Trygg Mat Trackingとの協力による AISデータを用いた SBT漁業にお

ける遵守リスクの確認プロジェクト、及び ABNJ 2に提出するべくバード

ライフとともに作成する新プロジェクトである。CCSBTは、将来におけ

る ABNJ 2においてもパートナーとなる可能性が高い。 

179. 事務局は、「CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他のまぐろ類

RFMOの措置と調和させるための決議」の別添 Iの修正案、及び決議パ

ラグラフ 7に基づく事務局から遵守委員会に対する報告書案を示した文

書 CCSBT-ERS/1905/08を発表した。 

180. 会合は、決議改正案に合意した。 

181. CCに対して提出する概要報告書案はパラグラフ 7が規定する ERS措置

の実施状況を総括していないこと、及び事務局は他のまぐろ類 RFMOに

対して提出されている類似の報告書を参考にすることができることが指

摘された。 

182. 会合は、提案された報告書のフォーマットを維持し、CCによる明確化を

求めることを決定した。 

183. 会合は、ERSWG 13報告書が公開された際、事務局が同報告書を他

RFMOに提供することに合意した。また、将来的には他 RFMOに提供で

きるような、報告書の重要なポイントを総括するためのテンプレートを

作成することが合意された。 

 

議題項目 9. ERS問題に関する CCSBT補助機関への検討の付託   

9.1  遵守委員会 

184. 事務局は、CCからの情報及び連絡に関する文書 CCSBT-ERS/1905/07を

発表した。文書では、会合での議論のために以下の 3つの要素について

示した。 

• CCに対するメンバーの年次報告書において提示された、混獲緩和措置

に関して収集された情報のタイプに関する情報 

• はえ縄漁船における海鳥混獲緩和措置の遵守状況に関する情報を含め

る形での、港内検査の最低基準を定めた CCSBT決議の改正 

• CC/ECに対する年次報告書テンプレートに混獲緩和措置の使用状況の

モニタリングに関する追加的な ERSサブセクションを挿入するとし

た、HSI及びバードライフによる CCへの提案 

185. 上記の一点目について、事務局文書ではメンバーによって収集された情

報のタイプの概要を表として示し、遵守状況のモニタリングのカバー率

の水準は全体的に不明瞭であったと述べた。 

186. 二点目について、事務局は、これまでに提出された検査報告書によれ

ば、改正された港内検査決議別添 Bにより収集される追加的な混獲緩和

措置に関する情報はそれほど多くないことが想定されると述べた。さら



 

に事務局は、これまでに受領した情報は、CCSBTの港内検査様式を用い

て記録されたものではなく、ICCAT又は IOTCの検査様式で記録された

ものであったと述べた。 

187. 三点目について、HSIは、この提案を行う動機となったアホウドリ類及

びミズナギドリ類が直面する保存上の危機に関し、メンバーの注意を喚

起した。HSIは、この会合で既になされた議論が本提案の詳細に影響を

及ぼす可能性があることを指摘した。 

188. メンバーは、発表された HSI／バードライフの提案について、以下を指

摘しつつ検討した。 

• 科学オブザーバーによって収集されたデータを CCに対して報告する

ことには懸念がある。 

• フックポッドが表に取り入れられるべきである。 

• 表は、3つ全ての混獲緩和措置が使用された場合の報告に対応してい

ない。 

• 表は、ERSWGデータ交換プロセスを通じて既に収集されたデータか

ら、事務局が作成できる可能性がある。 

• 日本は、提案のうち表 Bのデータを提供するのは不可能であることを

既に述べた。 

189. これらの議論に基づき、メンバーは、CC/ECに対する年次報告書テンプ

レートに新たに提案されたサブセクションを追加することは勧告しなか

った。 

190. 事務局は、メンバーへの情報提供を目的として、文書 CCSBT-

ERS/1905/BGD01（CCSBT ERS勧告に関するレビュー）を提出した。 

 

9.2  その他の CCSBT補助機関 

191. CCSBTの補助機関に対して検討が付託された ERS問題はなかった。 

 

議題項目 10. 拡大委員会に対する勧告及び助言    

192. ERSWGは、ECが以下を採択するよう勧告した。 

1. 別紙 4の改正 ERSWDデータ交換テンプレート。変更点は以下のとお

りである。 

• データの空間的・時間的解像度を、CCSBT統計海区・年から、5

度区画・四半期に増加。 

• 捕獲率、死亡率及び推定総死亡数の計算欄については、事務局が

これらを計算することができるため削除。 

• 「捕獲数（個体数）」欄は「捕獲の結果（個体数）」欄から計算

できるため、同欄を削除。 



 

• データソースを示すための「人によるオブザーバー／EM」欄を追

加。 

• メンバーがただ一つの緩和措置を使用した割合を示すことができ

るよう、「混獲緩和措置を特定した観察努力量の割合」の下に 3

つの欄を追加。 

2. 別紙 5に示した改正 ERSWG年次報告書テンプレート。変更点は以下

のとおりである。 

• EDEテンプレートの変更を反映するための修正 

• 参照を容易にするため、（EDEテンプレートとは異なり）オブザ

ーバーカバー率の欄は維持  

3. 別紙 7の CCSBTの海鳥に関する複数年戦略の全体目標及び 5つの個

別目標。 

4. 文書 CCSBT-ERS/1905/08 (Rev.1) に示した、「CCSBTの生態学的関連

種に関する措置を他の RFMOの措置と調和させるための決議」改正

案。本決議は、決議パラグラフ 5に基づき、IOTC、WCPFC及び

ICCATの ERS措置の変更を反映するために修正された。 

193. ERSWGは、ECに対して以下の事項を助言する。 

5. ERSWGは、SBTはえ縄漁業による海鳥類に対するリスクの評価手法

に合意している（CCSBT-ERS/1905/17）。2016年のデータに本リスク

評価を適用した結果、25種のアホウドリ種及びミズナギドリ種のう

ち 9種について、表層はえ縄漁業による年間の推定偶発的捕獲数が個

体群の再生産力を超過していることが示唆された。 

6. ERSWGに対して提供された 2017年のデータでは、報告された総海

鳥死亡数が低くなっているが、ERSWGは、これは不適切かつ代表性

のないサンプリングの結果によるものである可能性が非常に高く、改

善された緩和措置に由来するものとは考えにくいことに留意した。こ

のため、2017年のデータについては慎重に取り扱う必要がある。

2018年のデータについても同様の注意が必要となる可能性がある。 

7. ERSWGは、EMは ERS相互作用数の報告を改善する可能性があるも

のの、現時点で EMは SBTを漁獲対象とする全ての漁業に対して適

用可能なものではないと考えられることに留意した。 

8. ERSWGは、海鳥類と SBT漁業との間の相互作用は引き続き非常に懸

念される水準であるとの以前の助言の変更を求めなかった。 

9. ERSWGは、高リスク海域の解析は南半球リスク評価解析に取り入れ

られるべきであることに合意した。ERSWGは、考え得る高リスク海

域のオプション及びそれぞれのトレードオフ関係を別紙 6の表にまと

めた。 

10. ERSWGは、ACAPが浮はえ縄漁業における海鳥混獲の削減のための

ベストプラクティスは引き続き荷重枝縄、鳥威しライン及び夜間投縄

を組合せて使用することであると確認したことに留意した。さらに



 

ACAPは、2016年以降、3つの措置の組合せ勧告に替わる単独の措置

として鈎針被覆装置（予め定められたパフォーマンス要件を満たすも

の）をベストプラクティス助言に含めることを承認している。 

11. ERSWGは、休会期間中、海鳥に関する複数年戦略における個別目標

ごとに戦略的行動のリスト案を作成する予定である。 

12. メンバーから提供されたデータによれば、CNS-Sharksが CCSBT関連

種であるとした 12種のサメ類のうち 10種が SBT漁業に出現してお

り、また追加的な種も CCSBT関連種として見なされ得ることが示唆

された。最も一般的に漁獲される 3種（ヨシキリザメ、ニシネズミザ

メ及びアオザメ）は、EDEの一貫として既に報告が義務付けられて

いる。EDE報告テンプレートにおけるサメ種のリストを拡大するこ

とについては合意に至らなかった。 

13. ERSWGは、文書 CCSBT-ERS/1905/10において提示された南半球ニシ

ネズミザメ資源評価（公海 ABNJまぐろプロジェクトの下に実施され

たもの）の結果を精査した。ERSWGは、この評価結果は本資源の状

態に関して利用可能な最良の科学を代表するものであるものと思料し

た。全評価海域を組合せた場合、全ての評価年及び評価された

Maximum Impact Sustainability Thresholds (MIST) について、漁獲死亡

がMISTを超過する確率は最大でも 8 % であった。MISTは、漁獲圧

に耐える個体群の能力を表す一種の限界基準点である。漁獲死亡の最

大の要因は浮はえ縄漁業に由来するものであり、SBTを漁獲対象とす

る、又は SBTとビンナガを漁獲する船団による寄与率が最大（70－

90 %）となった。 

14. ERSWGは、SBT漁業で漁獲される全てのサメ種について、現状では

サメ類に関して追加的な混獲緩和要件が必要となるような特段の懸念

はないとして以前に合意した助言を再確認した。 

 

議題項目 11. まとめ 

11.1    会合報告書の採択  

194. 報告書が採択された。 

 

11.2.   次回会合の開催時期に関する勧告 

195. ERSWGは、各年の後半は他の CCSBT会合及び RFMOの会合とのコミッ

トメントがあることから、1年のうち ERSWG会合の開催に最も適した時

期は 2月／3月であるとした。また、一部のメンバーにとっては 5月以降

は対応不可能であることも留意された。ERSWGは、事務局がメンバーへ

の報告に毎年の ERSWGデータ交換のデータを利用することができるよ

う、年次 ERSWGデータ交換（提出期限は 7月 31日）の数ヶ月前又は後

に会合を開催するのが有益と考えられることにも留意した。 

 



 

11.3.   閉会 

196. 会合は、2019年 5月 31日午後 2時 25分に閉会した。  



 

 

別紙リスト 

 

別紙 

1. 参加者リスト 

2. 議題 

3. 文書リスト 

4. 改正された ERSWGデータ交換 

5.  ERSWG年次報告書テンプレート表 1に対する修正  

6. 高リスク海域の定義に関するトレードオフ関係 

7. 海鳥に関する戦略（全体目標及び個別目標） 
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Commission for the Conservation of 
Southern Bluefin Tuna 

 

 

議題 

第 13回生態学的関連種作業部会 

2019年 5月 28－31日 

オーストラリア、キャンベラ 

 

1.  開会 

1.1 議題の採択 

1.2 文書リストの採択 

1.3 ラポルツアーの任命 
 

2. 年次報告書 

2.1 メンバー 

2.2 ERSWGデータ交換に関する事務局からの報告 
 

3. ERS作業部会に関連する他の機関の会合報告及び／又は結果 

 

4. ERSWG 12による作業計画の進捗状況のレビュー 

 

5. ERSに関する情報及び助言  

5.1 海鳥類 

5.1.1 資源状態に関する情報 

5.1.2 ERSの死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

5.1.3 生態学的リスク評価 

5.1.4 混獲緩和措置の評価及び助言 

5.1.5 海鳥の種同定 

5.1.6 海鳥に関する複数年戦略 

5.2 サメ類 

5.2.1 CCSBTに関連するサメ種 

5.2.2 資源状態に関する情報 

5.2.3 ERS死亡数の推定及びこれに伴う不確実性 

5.2.4 脅威に関する評価 

5.3 その他の ERS 

5.4 栄養相互作用 
 

6. 普及啓発活動 
 

 

 



7. 将来の作業計画 

 

8. その他の事項 
 

9.  ERS問題に関する CCSBT補助機関への検討の付託 

9.1 遵守委員会 

9.2 その他の CCSBT補助機関 
 

10. 拡大委員会に対する勧告及び助言 
 

11. まとめ 

11.1. 会合報告書の採択 

11.2. 次回会合の開催時期に関する勧告 

11.3. 閉会 



別紙 3 

 

文書リスト 

第 13回生態学的関連種作業部会会合 

 

(CCSBT-ERS/1905/) 

1. Provisional Agenda 

2. List of Participants 

3. List of Documents 

4. (Secretariat) Summaries from the 2018 ERSWG Data Exchange (Rev.3) (ERSWG 

Agenda Item 2.2) 

5. (Secretariat) Progress with the SMMTG Recommendations (Rev.1) (ERSWG 

Agenda Item 5.1) 

6. (Secretariat) Shark Species of Relevance to the CCSBT (ERSWG Agenda Item 

5.2.1) 

7. (Secretariat) Information and Correspondence from the Compliance Committee 

(ERSWG Agenda Item 7) 

8. (Secretariat) Update to the CCSBT’s “Resolution to Align CCSBT’s Ecologically 

Related Species measures with those of other tuna RFMOs” (ERSWG Agenda Item 

9) 

9. (BirdLife International and the Secretariat) Draft proposal to enhance education on 

and the implementation of ERS measures (ERSWG Agenda Item 6) 

10. (FAO) Southern Hemisphere porbeagle shark (Lamna nasus) stock status 

assessment (Rev.1) (ERSWG Agenda Item 5.2.2) 

11. (Australia) An empirical Bayesian hierarchical modelling of fleet and vessel-level 

bycatch rates in commercial fisheries: a prospective tool for managing risk through 

targeted intervention (ERSWG Agenda Item 5.1.2) 

12. (Australia) Developing a multi-year seabird strategy (ERSWG Agenda Item 5.1.6) 

13. (Australia) Measuring congruence between electronic monitoring and logbook data 

in Australian Commonwealth longline and gillnet fisheries (ERSWG Agenda Item 

5.3) 

14. (Australia) Changes in logbook reporting by commercial fishers following the 

implementation of electronic monitoring in Australian Commonwealth fisheries 

(ERSWG Agenda Item 5.3) 

15. (New Zealand) Analysis to identify potential high-risk areas (using method 3A) 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

16. (New Zealand) Proposed definition of high-risk areas (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

 



 

17. (New Zealand) Assessment of the risk of surface longline fisheries in the southern 

hemisphere to albatrosses and petrels, for 2016 (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

18. (New Zealand) Analysis of differences in bycatch rates between fleets (ERSWG 

Agenda Item 5.1.4) 

19. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 

fishery in 2016; Revise in 2019 (ERSWG Agenda Item 2.1) 

20. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 

fishery in 2017; Revise in 2019 (ERSWG Agenda Item 2.1) 

21. (Japan) Distribution, life history and CPUE of butterfly kingfish Gasterochisma 

melampus, a large pelagic ecologically related species of southern bluefin tuna 

(ERSWG Agenda item 5.3) 

22. (ACAP and BirdLife International) An Update on the Status and Trends of ACAP-

Listed Albatrosses and Petrels in the CCSBT Area (ERSWG Agenda Item 5.1.1) 

23. (BirdLife International) Report of the Final Global Seabird Bycatch Assessment 

Workshop, part of the Seabird Bycatch Component of the Common Oceans ABNJ 

Tuna Project (ERSWG Agenda Item 5.1.2) 

 

(CCSBT-ERS/1905/BGD ) 

1. (Secretariat) Review of ERS Recommendation (Previously CCSBT-CC/1810/21 

(Rev.1)) (ERSWG Agenda Item 7) 

2. (Secretariat) Summaries from the 2016 ERSWG Data Exchange (Previously 

CCSBT-ERS/1703/05) (ERSWG Agenda Item 2.2) 

3. (New Zealand) Assessment of the risk of commercial surface longline fisheries in 

the southern hemisphere to ACAP species (Previously CCSBT-ERS/1703/12) 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

4. (New Zealand) Defining “high risk areas” in southern bluefin tuna fisheries 

(Previously CCSBT-ERS/1703/13) (ERSWG Agenda Item 5.1.3) (ERSWG 

Agenda Item 5.1.3) 

 

(CCSBT-ERS/1905/Annual Report- ） 

Australia      Australian country report: Ecologically related 

species in the Australian Southern Bluefin Tuna 

Fishery 2015 - 16 to 2016 - 17 

Fishing Entity of Taiwan       National Report of Taiwan: Ecologically Related 

Species in the Taiwanese Southern Bluefin Tuna 

Fishery 2016-2017 (Rev.1) 

 

 



 

Indonesia      2019 Annual Report to 13th the Ecologically 

Related Species Working Group (ERSWG) of 

CCSBT 

Japan         National report of Japan: overview of researches 

on ecologically related species in Japanese SBT 

longline fishery, 2019 

New Zealand New Zealand Report to the Ecologically Related 

Species Working Group (Rev.1) 

Republic of Korea         2019 Annual Report to the Ecologically 

RelatedSpecies Working Group (ERSWG) 

South Africa         South Africa’s Annual Report to the Ecologically 

Related Species Working Group (ERSWG) of the 

Commission for the Conservation of Southern 

Bluefin Tuna, 2018 

 

(CCSBT- ERS/1905/Info ) 

1. (New Zealand) Hookpod-mini: a smaller potential solution to mitigate seabird 

bycatch in pelagic longline fisheries (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

2. (Japan) Spawning area and season of butterfly kingfish (Gasterochisma melampus), 

a large scombrid adapted to cooler temperate southern water (ERSWG Agenda 

Item 5.3) 

3. (Japan) Biological aspects of the butterfly kingfish Gasterochisma melampus: 

distribution, total catch, size composition and CPUE (ERSWG Agenda Item 5.3) 

4. (Taiwan) Incidental catch of seabirds by Taiwanese longline fleets in the Southern 

Oceans between 2010-2018 (Rev.1) (ERSWG Agenda Item 5.1.1)  

5. (ACAP) Current ACAP Advice for Reducing the Impact of Pelagic Longline 

Fishing Operation on Seabirds (ERSWG Agenda Item 5.1.4) 

6. (BirdLife International) A comprehensive large-scale assessment of fisheries 

bycatch risk to threatened seabird populations (Rev.1) (ERSWG Agenda Item 

5.1.3) 

7. (BirdLife International) Mapping the global distribution of seabird populations: a 

framework for integrating biologging, demographic and phenological datasets 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

8. (BirdLife International) Observer coverage for monitoring bycatch of seabirds and 

other ETP species in pelagic longline fisheries (ERSWG Agenda Item 5.1.3) 

9. (BirdLife International) At-sea distribution and fisheries bycatch risk of juvenile 

grey-headed albatrosses from South Georgia (Islas Georgias del Sur) (Rev.1) 

(ERSWG Agenda Item 5.1.3) 



 

10. (Korea) Spatio-temporal distributions of seabirds bycaught by Korean longline 

fisheries (ERSWG Agenda Item 2.1) 

11. (TRAFFIC) Rapid Assessment Toolkit for Sharks and Rays (ERSWG Agenda Item 

3) 

12. (Secretariat) CITES CoP18 Proposal 42 (ERSWG Agenda Item 5.2.2) 

13. (Secretariat) EXTRACT of the Assessment of CITES Proposal 42 from the “Report 

of the Sixth FAO Expert Advisory Panel for the Assessment of Proposals to Amend 

Appendices I and II of CITES Concerning Commercially-Exploited Aquatic 

Species” (ERSWG Agenda Item 5.2.2) 

14. (Secretariat) EXTRACT of the CITES "Secretariat's assessment of the proposals 

to amend Appendices I and II" relating to Proposal 42 for CITES CoP18  

(ERSWG Agenda Item 5.2.2 

15. (TRAFFIC) IUCN/TRAFFIC Analyses of Proposals to CoP18 (ERSWG Agenda 

Item 5.2.2) 

16. (BirdLife International) BirdLife International Report to the Thirteenth meeting of 

the Ecologically Related Species Working Group (ERSWG13) (ERSWG Agenda 

Item 3) 

17. (Humane Society International) HSI Report to the Thirteenth meeting of the 

Ecologically Related Species Working Group (ERSWG Agenda Item 3) 

 

 (CCSBT-ERS/1905/Rep) 

1. Report of the Twenty Fifth Annual Meeting of the Commission (October 2018) 

2. Report of the Thirteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2018) 

3. Report of the Fifth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (March 2018) 

4. Report of the Twenty Fourth Annual Meeting of the Commission (October 2017) 

5. Report of the Twelfth Meeting of the Compliance Committee (October 2017) 

6. Report of the Twenty Second Meeting of the Scientific Committee (August - 

September 2017) 

7. Report of the Twelfth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2017) 

8. Report of the Eleventh Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (August 2015) 

9. Report of the Effectiveness of Seabird Mitigation Measures Technical Group 

(November 2014) 



別紙 4 

 

ERSWGデータ交換 

(第 19回委員会年次会合（2012年 10月 1-4日）にて採択、 

第 11回 ERSWG会合（2015年 3月 3-6日）において改正、 

第 12回 ERSWG会合（2017年 3月 21－24日）における合意により改正、 

CCSBT 24で合意されたデータの機密リスク区分を反映して修正、 

及び第 13回 ERSW会合（2019年 5月 28－31日）において改正) 

 

 

はじめに 

ERSWG データ交換は、以下の 3 つのセクションで構成されている。 

1.  交換されるべきデータ 

2.  データ提供の頻度及びスケジュール 

3.  機密保持 

 

このデータ交換は、「一般的な」ERSWG のための情報共有を意図したもの

である。ERSWG は、随時評価を実施することが期待され、かかる評価は更

に詳細な情報が必要となるが、CCSBT のメンバーは、原則として、ケースバ

イケースで、より詳細な情報をかかる評価を主体的に実施することを要請さ

れた者と共有しても構わないという意思を表明している。 



1.  交換されるべきデータ 

ERSWG 9は、このデータ交換に関する提案に基づき、拡大委員会に対して、

3つの重要な勧告を行った。それらは、以下のとおり。 

• ERSデータ交換の目的のため、SBT漁業は、SBTを対象とするか又は漁

獲した1許可船舶2による操業にかかる全ての漁獲努力として定義される。

ここで定義された完全な SBT漁業に関するデータは、このデータ交換の

一部として提供されるものとする。この定義に合致しない漁業に関する

データは、提供されるべきではない。  

• データは、年別、四半期別及び 5度区画別に提供されるべきである。 

• 提供されるべき具体的なデータ項目は以下のとおり。 

o 国/漁業主体（2桁の国別コードを使用。例：”JP”）  

o 暦年 

o 四半期 

o 種 (又は種群 3) 

o 漁業種類 (漁具と船団の組合せによって定義される－別紙 A参
照) 

o 人によるオブザーバー／電子モニタリング 

o 階層 (5度区画4) 

o 総努力量 5 

o 総観察努力量 6 

o 観察された捕獲の結果に関する以下 3つのカテゴリによる区分 

(個体数) 

▪ 保持（死亡） 

▪ 投棄（死亡） 

▪ リリース（生存） 

▪ その他6 

o 特定の混獲緩和措置別観察努力量の割合 

 

 

 

                                                 
1 許可船舶とは、関連する暦年において CCSBT許可船舶リストに掲載された船舶のことを指す。 
2 これを明確化すれば、このデータ交換に含まれる情報のみが SBTを対象としたか又は漁獲した操業か

ら得られた情報であることが意図される。したがって、ある混獲船がその年に僅か 1尾の SBTを漁獲

した場合、交換される情報に含まれるのは、その 1尾の SBTにかかる操業から得られた情報だけであ

る。 
3 情報は、実施可能な場合には、種（学名を含む）ごとに提供されるべきである。種ごとの報告ができ

ない種（例：データ不足、高水準の作業が関係してくる）に関しては、分類学上の報告レベルは、最低

限、表 3に規定したものとすべきである。種に関する情報を提供するための理想的な方法は、アルファ

ベット 3文字による FAO種コードを利用することであろう。もしこれが不可能な場合には、その種の

コード及び早見表（種のコード、学名、一般名、科名等を含むもの）を提供すべきである。 
4 5度区画の左上角の座標を提供すること。整数形式とし、南緯及び西経についてはマイナス記号で表

現すること（例えば－120、－35）。 
5 はえ縄の場合は釣鈎数、まき網の場合は投網数。 
6 保持（死亡）、投棄（死亡）及びリリース（生存）の各欄に当てはまらないその他全ての捕獲（例え

ば生存状況不明のリリース） 



実際のデータ交換の際、上記のデータ項目は、別紙 Aにある 2つの表を

利用して提供されることとなる。このようなデータ提出の方法によっ

て、努力量情報に関連したダブルカウント及び起こり得る混乱を回避す

ることになろう。 

 

拡大科学委員会（ESC）における標準的な方法と整合的なものとするため、

以下のとおり実施する。 

• 直近に終了した暦年分のデータを提供する（例：2018年のデータ交換で

は、2017年暦年分のデータを提供することとなる）。 

• データ交換には、過去の暦年データの全ての更新情報を含める（例：

2018年のデータ交換では、2016年の修正データも含めることとなる）。 

 

最初のデータ交換に関しては、次のとおり実施する。 

• 2010年及び 2011年のデータは、全ての種について、2013年 4月 30日ま

でに提供される7。 

• 2012年のデータは、2013年 7月 31日までに提供される。 

 

最初のデータ交換の後の期間（恐らく 3年間となるであろうが未定）におい

て、メンバーは各自のデータの質の改善に向けて取り組むこととし、当該期

間において改善された情報によって全ての提出データを修正することが可能

である。このデータ改善のための期間が経過した後は、過去のデータを修正

する場合には当該修正に関する説明を付さなければならない。 

 

 

2.  データ提供の頻度及びスケジュール 

拡大科学委員会（ESC）における標準的な方法と整合的なものとするため、

以下のとおり提案する。 

• ERSデータ交換は、毎年実施される。当該年に ERSWG会合が開催され

るか否かは問わない8。 

• 必要となる ERSデータは、7月 31日までに事務局に提出される。 

 

 

 

 

 

                                                 
7 より長期的なタイムシリーズのデータを有するほうが有益かもしれないが、恐らく最初のデータ提出

において問題が生じる可能性が高いので、かかる問題が解消されるまでは、最初のタイムシリーズは短

期的なものにしておくことが賢明である。より長期的なタイムシリーズが必要であるか否かについて

は、最初のデータ提出後の ERSWG会合において、議論することが可能であろう。 
8 CCSBT管理方式の一部として必要となるデータに関して、ESCはこれが毎年提出されるべ

きであると決定している（ただし、このデータが必要なのは 3年ごと）。これは必要なデー

タを提供する技術及び知見が確実に維持されるための決定であり、これによって、かかるデ

ータが必要となった場合にそれをほとんど問題なく提供することができるだろう。これが

ESCにおいて成功している手法であることは証明済みであり、ERSデータ交換においてもこ

れを同様に利用することが理に適っている。 



3.  機密保持 

データは、「CCSBT によって収集されたデータの保護、アクセス及び伝達に

関する手続規則」に従って処理され、「低リスク」として区分されることと

なる。このことは、データは公開されることはないが、メンバー及び CNM

に対しては特別の承認がなくとも利用可能とされ、CCSBTのデータ CDに記

録する又は CCSBTウェブサイトのプライベートエリアに掲示することができ

ることを意味する。これらのデータは、定められた条件の下に他の RFMOに

対しても共有することができる。 

 

すなわち、事務局は、ウェブサイトのプライベートエリアの特別セクション

（「ERSWGデータ交換」と呼称される）に提出された ERSデータを保存

し、メンバー及び CNMがここにアクセスすることが可能となる。

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_CCSBT_Confidentiality_Rules.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_CCSBT_Confidentiality_Rules.pdf


 

別紙 A 

ERSWGデータ交換にかかるデータ提供のための様式案 

 

情報は、下記のとおり 2つの表に分けた形（例：2つのMSエクセルシート）で、電子的に提供されなければならない。2つの表

のうち、共通部分は黄色にハイライトしてある。 

 

表 1: 国、年、漁業、階層ごとの総漁獲・観察努力量 

国／漁業 

主体9 
暦年 四半期 

漁業種類 人による

オブザー

バー／
EM10 

海域11 
総努力量及び 

総観察努力量 
混獲緩和措置を特定した観察努力量の割合 

漁具 

コード12 

船団 

コード13 
経度 緯度 

総漁獲  

努力量 5 

総観察 

努力量 5 

 

TP + 

NS14 

 

TP + 

WB14 

 

NS + 

WB14 

 

TP + WB 

+ NS14 

TP14 NS14 WB14 NIL14 

その他（必要に

応じて欄を 

追加） 

                   

                   

                   

 

表 2: 国、年、漁業、階層ごとの各種の観察・推定捕獲/死亡数 
国／     

漁業主体
9Error! 

Bookmark not 

defined. 

暦年 四半期 

漁業種類 人による

オブザー

バー／
EM10 

海域 11 種コード 

(又は種群 

コード)3 

学名又は種群名 

観察された捕獲 

捕獲の結果 (個体数) 

漁具 

コード 12 

船団 

コード 13 
経度 緯度 

保持 

（死亡） 

投棄 

（死亡） 

リリース 

（生存） 
その他15 

              

              

              

                                                 
9 二桁の国別コードを使用のこと（例： AU、 EU、ID、 JP、 KR、 NZ、 TW、 ZA）。 
10 OBS＝人によるオブザーバー、EM＝電子モニタリングとしてコードを記入 
11 5度区画の左上角の座標を提供すること。整数形式とし、南緯及び西経についてはマイナス記号で表現すること（例えば－120、－35） 
12 CCSBTの CDS決議にある漁具コードを使用のこと（例： “LL” ははえ縄、 “PS” はまき網、 “TROL”はひき縄等） 
13 多くのケースでは、単純な 2桁の国別コードであり、その後に国内船を意味する”D”が付く（例： AUD、IDD、JPD、KRD、NZD、TWD、ZAD、PHD）。一部のケースで

は、最後の文字が異なる。例えば、ニュージーランドの用船船団については、”NZC”というコードになる。不明な場合には、事務局に連絡されたい。   
14 TP = トリポール, NS = 夜間投縄, WB = 荷重枝縄, NIL = 緩和措置の使用なし 
15 保持（死亡）、投棄（死亡）及びリリース（生存）の欄に該当しないその他全ての捕獲（例えば生存状況不明のリリース） 



表 3: 表 2において報告すべき情報にかかる最低限の分類レベル（当該分類情報が利用可能なことが条件）16。  

実行可能な場合には、情報は種レベルで提供すべきである。表 2において、以下に掲げる種及び/又は種群の全てを報告する際は、デー

タを適切に階層化すべきである。 

 

種／種群 コメント 

サメ  

ヨシキリザメ  

アオザメ  

ニシネズミザメ  

その他  

海亀 海亀の種数は少ないため（約 7種）、各種について、階層ごとにデータを提出することが実施可能。 

種ごとに記載 データは、種ごとに分けて提供すべきである。 

海鳥 海鳥に関しては、種数が非常に多く、画像だけでは種を同定することが困難なことが多い。種ごとに海鳥

データを報告することで、種の同定ミスを招くこともある。 

大型アホウドリ類 ワタリアホウドリ、ゴウワタリアホウドリ、オークランドワタリアホウドリ、アンティポデスワタリアホ
ウドリ、ミナミシロアホウドリ及びキタシロアホウドリを含む。 

暗色アホウドリ類 ススイロアホウドリ及びハイイロアホウドリを含む。 

その他のアホウドリ類 マユグロアホウドリ、キャンベルアホウドリ、ハイガシラアホウドリ、ニシキバナアホウドリ、ヒガシキ
バナアホウドリ、ミナミニュージーランドアホウドリ、タスマニアアホウドリ、サルビンアホウドリ、チ
ャタムアホウドリ及びオークランドハジロアホウドリを含む。 

オオフルマカモメ類 ノドジロクロミズナギドリ、オオハイイロミズナギドリ、アカアシミズナギドリを含む。 

その他の海鳥 トウゾクカモメを含む。 

 

 

 

                                                 
16 最低限の分類レベルは、将来の改善によって変更される（より種単位になる）。さらに、ERSWGは、リスク評価又は必要な専門知識を有する機関からの助言に基づき、

具体的な種が報告されるべきであると勧告する可能性もある。   



別紙 5 

ERSWG国別報告書テンプレート表 1に対する修正 

 

表 1: CCSBT漁業における ERS総死亡量の推定に関する報告様式 
 

国 ______________________________   年 （暦年）  _______________ 
 

 
  総漁獲努力量及び 

観察漁獲努力量1 
 観察捕獲数 混獲緩和措置を特定した観察漁獲努力量の割合 

階層 
(CCSBT統計海区
又はそれよりも
詳細なもの) 

人によるオ

ブザーバー 

/ EM2 

総漁獲 

努力量3 

総観察 

漁獲努力量 3 

オブザーバ

ーカバー率4 
種5 

捕獲の結果 (個体数) TP 

+ 

NS6 

TP 
+ WB6 

NS 
+ WB6 

TP 

+ WB 

+ NS6 

TP6 NS6 WB6 NIL 
その 

他7 保持 

（死亡） 

投棄 

（死亡） 

リリース 

（生存） 
その他8 

 
 

                 

 
                  

                   

                   

                   

                   

                   

合計 
                  

 

                                                 
1 影付きのセル中の数値は、同階層内の全種のシートで同じ数値となる。 
2 以下のコードを使用すること：OBS＝人によるオブザーバー、EM＝電子モニタリング 
3 はえ縄の場合は鈎針数、まき網の場合は投網数 
4 はえ縄の場合は鈎針数のパーセンテージ、まき網の場合は投網数のパーセンテージ 
5 FAO のアルファベット 3文字による種コードを使用すること。 
6 TP＝トリポール、NS＝夜間投縄、WB＝荷重枝縄 
7 必要に応じて、その他の緩和措置のカテゴリ用に欄を追加すること。 
8 保持（死亡）、投棄（死亡）及びリリース（生存）のいずれの欄にも当てはまらないその他全ての捕獲数（例えば生存状況不明のリリース） 



別紙 6 

 

高リスク海域の定義に関するトレードオフ関係 

 

本表では、高い水準のリスクしきい値及び中程度のリスクしきい値（オプシ

ョン 1及び 2）に関して、高リスク海域内に内包されることとなるリスクの

パーセンテージ、CCSBTコア海域の高リスク海域内における CCSBTメンバ

ーによる漁獲努力量の割合、高リスク海域内の集計平均リスクが当該海域外

よりも高くなっている（平均リスクが 1より高い）リスクに曝されている海

鳥類の種数、漁業又は海鳥類の分布のいずれかの変化に対する海域の頑健性

に関する定性的相対評価、リスク海域が予防的アプローチをどの程度満足す

るかに関する定量的相対評価、これらの海域内における追加的な管理措置の

変更に伴う漁業者に対する潜在的負担、及びこれらの海域で変更を行うこと

の実現性を示す。比較のため、全表層はえ縄漁業を高リスクとして取り扱っ

た場合のオプションも示した。 

 

高リスク海域 1.高い水準の

しきい値 

2.中程度の 

しきい値 

全海域 

高リスク海域に内包されるリスク

（%） 

26% 50% 100% 

高リスク海域内における CCSBT 

漁獲努力量（%） 

18% 39% 100% 

高リスク海域内でのリスクが海域外

よりも高い、リスクに曝されている

海鳥類の種数 

1 6 9* 

分布変化に対する頑健性 Low  Medium High 

予防的アプローチ Low Medium High 

潜在的負担 Low Medium High 

実現性 High Medium Low 

* アムステルダムアホウドリ、ススイロアホウドリ、ゴウワタリアホウドリ、ギブソンワタ

リアホウドリ、クロミズナギドリ、ハイガシラアホウドリ、ニュージーランドアホウドリ、

spectacled petrel、ワタリアホウドリ 



 

 

別紙 7 

 

海鳥に関する戦略 

（全体目標及び個別目標） 

 

全体目標 

本戦略の全体目標は、 

SBT 漁業が海鳥類に対して著しい負の影響を及ぼすことのないような

水準まで、海鳥混獲を削減又は根絶することである。 

 

個別目標 

上記の全体目標を達成するため、BPTG1及び IPOA-S2と調和した個別目標を以

下のとおり策定した。 

目標 1：海鳥個体群に対する SBT漁業操業による海鳥混獲の影響の水準

を削減する 

目標 2：SBT 漁業における海鳥の総死亡数及び海鳥個体群に対する影響

の正確かつ定期的な推定に資するため、適時的で信頼性があり、かつ代

表性のあるデータの収集を確保する 

目標 3：業界及び ACAP と協力し、実用的で費用対効果が高く、かつ安

全な海鳥混獲緩和のための技術及び技法を開発及び改良する 

目標 4：SBT 漁業を実施する際に必要な海鳥混獲緩和措置の船団横断的

な遵守を確保するための遵守アプローチを策定及び改良する 

目標 5：操業中の海鳥との相互作用の削減の重要性を強調し、及び混獲
緩和措置の効果的な実施を推奨しつつ、教育及びアウトリーチプログラ
ムを強化する 

 

                                                
1 ベストプラクティスにかかる FAOの技術的ガイドライン（FAO、2009年） 
2 海鳥類の偶発的捕獲の削減に関する国際行動計画（FAO、1999年） 
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